
令和２年度第１回一関市まち・ひと・しごと創生有識者会議 

日時 令和２年９月 29日（火）14：00～15：30 

場所 一関市役所２階 大会議室Ａ 

次   第 

１ 開 会 

２ 協 議 

(1) 地方創生関連交付金事業の実施状況について 

(2) 総合戦略基本目標及び重要業績評価指標の令和元年度末時点の状況について 

(3) 一関市人口ビジョンの改訂（案）について 

３ 閉 会 



一関市まち・ひと・しごと創生有識者会議　委員名簿

№ 分野 団体等 職名等 氏名 ふりがな 備考

1 産 いわて平泉農業協同組合 営農部長 及川　和章 おいかわ　かずあき （新）欠席

2 産 有限会社かさい農産 取締役管理部長 小野寺　しず子 おのでら　しずこ （新）

3 官 一関公共職業安定所 上席職業指導官 金成　風太 かねなり　ふうた

4 産 ヒラサワ・エフ・マーケット 熊谷　志江 くまがい　ゆきえ

5 学 修紅短期大学 食物栄養学科助手 佐藤　佳織 さとう　かおり

6 金 一関信用金庫 理事 佐藤　一也 さとう　かずや

7 官 岩手県県南広域振興局 経営企画部企画推進課主事 菅原　悠理 すがわら　ゆり （新）

8 学 一関工業高等専門学校 副校長地域共同ﾃｸﾉｾﾝﾀｰ長 鈴木　明宏 すずき　あきひろ

9 市民 一関市子ども・子育て会議 委員 滝上　亜寿香 たきがみ　あすか 欠席

10 言 岩手日日新聞社 編集局報道部 千葉　順子 ちば　じゅんこ

11 市民 緑のふるさと協力隊員経験者 中芝　浩美 なかしば　ひろみ 欠席

12 労 連合岩手一関地域協議会 事務局長 野村　勉 のむら　つとむ 欠席

13 市民 ファンスポルト一関 代表理事 橋本　真由美 はしもと　まゆみ 副座長

14 金 日本政策金融公庫 一関支店長 福岡　和樹 ふくおか　かずき （新）

15 産 一関商工会議所 事務局長 船山　賢治 ふなやま　けんじ

16 学 岩手県立大学 総合政策学部准教授 堀篭　義裕 ほりごめ　よしひろ 座長

17 学 岩手県立千厩高等学校
生産技術科
教諭

三浦　孝浩 みうら　たかひろ 欠席
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基本目標

施策の基本
的方向

具体的な施策

具体的な施策

施策の基本
的方向

具体的な施策

具体的な施策

総合戦略の全体構成

第１期総合戦略における基本目標

総合戦略の位置付けと計画期間の延長

１ 人口の現状分析

①人口動向分析

②将来人口の推計

③地域の将来に与える影響

２ 人口の将来展望

①展望に必要な調査・分析

②目指すべき将来の方向

③人口の将来展望

人口ビジョンの位置付け

現行人口ビジョンの将来人口と将来展望

市町村におけるまち・ひと・しごと創生

2040年に7万5千人程度になると推計される本市の総人口を目指すべき将来の方向

に沿った施策を展開し、８万６千人程度の総人口を確保する。

■ 一関市人口ビジョン、一関市ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略を策

定（10/27）

■ 一関市まち・ひと・しごと創生

総合戦略を改定

● 第１回有識者会議（6/4）

• 地方創生関連交付金対象事業の

実施状況

• 総合戦略策定に係る年間スケ

ジュール

● 第２回有識者会議（8/6）

• 第２期総合戦略の策定方針

• 策定に係る市民等アンケート調査

◆アンケート調査の実施（10/4～

10/18）

• 結婚・出産・子育てに関するアン

ケート

• 転入者アンケート

• 転出者アンケート

• 中高生アンケート等（総合計画）

★ 国 長期ビジョン改訂・第２期総

合戦略策定（12/20）

● 第３回有識者会議（12/24）

• 総合戦略基本目標及び重要業績

評価指標の平成30年度末時点の

状況

• 総合戦略基本目標及び重要業績

評価指標の令和２年度目標

• 総合戦略に係るアンケート結果の

概要

◆ 高校生ワークショップ（1/13）

• テーマ①「将来、仕事を選ぶときに

大事にしたいこと」、テーマ②「10

年後、一関市でどんな暮らしをした

いか」

● 第４回有識者会議（1/30）

• 改訂人口ビジョンにおける人口の

現状分析及び将来人口の推計

• 高校生ワークショップの結果

• 総合戦略に係るアンケートのクロス

集計結果

● 第５回有識者会議（3/18）

• 一関市まち・ひと・しごと創生総合

戦略の改定

• 改訂人口ビジョンにおける将来展

望

■ 一関市まち・ひと・しごと創生

総合戦略の改定（3/31）

★ 岩手県人口ビジョン改訂・第２

期岩手県ふるさと振興総合戦略策定

（3/31）

【参考資料】 まち・ひと・しごと創生総合戦略とは

「しごと」が「ひと」を呼び、「ひと」が「しごと」

を呼び込む好循環を確立するとともに、その

好循環を支える「まち」に活力を取り戻す。

• 2008年に始まった人口減少は、今後加速度的に進む。

• 人口減少による消費・経済力の低下は、日本の経済社

会に対して大きな重荷となる。

• 大都市における超低出生率と、地方における都市への

人口流出＋低出生率が日本全体の人口減少につながっ

ている。

• 東京圏への人口の過度の集中を是正し、若い世代の結

婚・出産・子育ての希望を実現することにより人口減

少を克服する。

• 人口減少問題は地域によって状況や原因が異なる。

⇒地域特性に応じた処方せんが必要。

まち・ひと・しごと創生法（法律第136号、平成26年11月28日制定）

法律制定の背景

「しごと」

就業機会の創出

「ひ と」

多様な人材の確
保、結婚・出産・子
育てへの支援

「ま ち」

地域社会の形成

• 市町村は、国・県の人口ビジョンやまち・ひと・しごと創生総合戦略を勘案して、人口の現状

と将来の展望を提示する「地方人口ビジョン」と地域の実情に応じた５か年間の施策の方向を

「地方版まち・ひと・しごと創生総合戦略」の策定に努める。

• 総合戦略には、数値目標と重要業績評価指標（KPI）を設定し、PDCAサイクルによる効果検

証を行い、改善を図る。

• 「地方版まち・ひと・しごと創生総合戦略」の策定と効果検証に当たっては、住民、産官学金

労言士等で構成する推進組織で審議・検討する。⇒有識者会議

まち・ひと・しごと創生が目指すもの

• 少子高齢化の進展に的確に対応

• 人口の減少に歯止めをかける

• 東京圏への人口の過度の集中を是正

• それぞれの地域で住みよい環境を確保

• 将来にわたって活力ある日本社会を維持

まち・ひと・しごと創生に関する施策を総合的

かつ計画的に実施する。

一関市人口ビジョン

一関市まち・ひと・しごと創生総合戦略

令和元年度

平成27年度

平成28～30年度

国
人口ビジョン：2060年に1億人程度の人口を確保する中長期展望
総合戦略 ：まち・ひと・しごと創生の５か年の政策目標・施策

地
方

地方人口ビジョン：各地方公共団体の人口動向・将来人口推計の分析や中長期の将来展望
地方版総合戦略 ：各地方公共団体における５か年の政策目標・施策

数値目標

重要業績評価
指標（KPI）

一関市における人口の現状を分析し、人口に関する市民の認識を共有し、今後目指す

べき将来の方向と人口の展望を提示するものとして平成27年10月に策定。

人口ビジョンの全体構成

1. 市民が力を発揮できる仕事を創出し、若者や女性が集うまちを目指します

2. 社会全体で子育てを支援し、次代の担い手を応援するまちを目指します

3. 心豊かに安心して暮らせる、住みたい、住んでよかったまちを目指します

4. 未来へ引き継がれる、誇りと愛着が持てるまちを目指します

• 本市の特性、実情に応じた５年間の目標やまち・ひと・しごと創生に関する施策

の基本的方向、効果検証が可能な具体的施策を示すものとして、平成27年10月

に策定（計画期間は当初H27～R1年度）。

• まちづくりの最上位計画である一関市総合計画前期基本計画（H28～R2年度）の

重点プロジェクトとして位置付けている。

• ①国、県の総合戦略を勘案し、②総合計画との整合性を図るとともに、③改訂人

口ビジョンを基に第２期総合戦略の施策を検討するため、令和２年度までとして

いた第１期総合戦略の計画期間を１年延長した。

KPI

KPI

KPI

情報支援 財政支援 人的支援
地方創生

関連交付金

Ｐ：計画

Ｄ：実行

Ｃ：評価

Ａ：改善

数値目標、ＫＰＩの検証を

行い、ＰＤＣＡサイクルを

回す。



地方創生関連交付金事業について 

 ○交付金について 

  地方版総合戦略に基づく、地方公共団体の自主的・主体的で先導的な事業につい

て、国から地方創生に関連する交付金が交付されるもの。 

○活用事業について 

① ものづくり産業技術開発推進事業（担当：工業労政課） 

・ 地方創生加速化交付金（交付金 1/1） 

・ 国の平成 27 年度認定の繰越事業（交付期間：１年間） 

・ 平成 28 年度実績 事業費  53,498,501 円 

   交付額  53,498,501 円 

・ 有識者会議での検証は令和２年度まで 

② 旧渋民小学校校舎利活用事業（担当：文化財課、大東支所地域振興課） 

・ 地方創生拠点整備交付金（交付金 1/2） 

・ 国の平成 28 年度認定の繰越事業（交付期間：１年間） 

・ 平成 29 年度実績 事業費 147,103,176 円（交付金対象外分を含む） 

  交付額  72,517,488 円 

・ 有識者会議での検証は令和３年度まで 

③ 資源・エネルギー循環型社会形成支援事業（担当：農地林務課） 

・ 地方創生推進交付金（交付金 1/2） 

   ・ 国の平成 29 年度認定の事業（交付期間：３年間） 

   ・ 平成 29 年度～令和元年度実績 

      事業費  36,431,516 円（交付金対象外分を含む） 

       交付額   5,479,140 円 

・ 有識者会議での検証は令和４年度まで 

○活用事業の検証について 

  ① 目標設定年度の終了まで、毎年度、外部有識者から意見を聴取する。 

 ② その結果を公表するとともに、国へ報告する。 

【参考：内閣府地方創生推進事務局資料】 

令和２年９月29日（火）
第１回まち・ひと・しごと創生有識者会議【資料№１】



① ② ③ ④

指標値
目標設定

年月
実績 実績値 事業内容 今後の方針 今後の方針の理由 実績値 事業内容 今後の方針 今後の方針の理由

指標① 研究機関等と
の共同研究
数

8件 H29.3 H28  10件
H29   3件
H30   3件
R1   3件

（Ｒ1報告）
２件

（Ｒ2修正）
３件

○既存の市単独補
助（上限50万円）によ
る共同研究の取組
みを推進した。

○市単独補助の活
用はなかったが、一
関高専と市内企業と
の共同研究（H29年
度～継続）が３件
あった。

共同研究の取組
みがさらに促進さ
れるよう、継続し
て取組む。

地域企業の技術力向上
のため、関係機関などと
連携を図りながら、市内
企業などの研究開発の
取組みを支援していく。

３件 ○既存の市単独補
助（上限50万円）によ
る共同研究の取組
みを推進した結果、
１件の商品化につな
がった。

○一関高専と市内企
業との共同研究が３
件あった（うち１件が
市の補助を活用）。

市が企業訪問な
どを通じて得た情
報をもとに、研究
機関と企業の
マッチングを図
り、共同研究につ
なげていく。

共同研究の可能性があ
る事業展開を考えてい
る企業や、共同研究に
対し敷居が高いと感じて
いる企業に対し、市が研
究機関とマッチングを図
ることで、共同研究につ
ながる可能性が高くな
る。

指標② 高機能検査
機器の配置に
よる検査試験
施設の機能
強化による分
析件数

920件 H29.3 H28 1,099件
H29 1,143件
H30 1,273件
R1 1,125件

1,273件 企業などに対し、高
機能検査機器の周
知に努め、分析機器
を利用開放するほ
か、企業などの依頼
により試験・分析受
託に取組んだ。

分析機器などの
利用が図られる
よう、継続して取
組んでいく。

地域企業の課題解決な
どを図るため、引き続き
地域企業などに対し、高
機能検査機器の周知に
努め、分析機器を利用
開放するほか、企業など
の依頼により試験・分析
受託に取組んでいく。

1,125件 ○企業などに対し、
高機能検査機器の
周知に努め、分析機
器を利用開放するほ
か、企業などの依頼
により試験・分析受
託に取組んだ。

○全体の件数は前
年を下回ったが、企
業からの受託依頼分
析が、前年184件か
ら221件へ増えた（37
件増）。

分析機器などの
利用が図られる
よう、所有する分
析機器及び事業
実績の周知に取
組んでいく。

指標値を達成しているこ
とから、引き続き同様の
取組を行う。

指標③ 新製品・新技
術の開発件
数

10件 Ｒ2.3 H28   0件
H29   1件
H30   0件
R1   1件

０件 企業などによる新製
品・新技術などの研
究開発を支援した
が、新たな製品など
の開発までは至らな
かった。

新製品・新技術
開発などの研究
開発が促進され
るよう、取組んで
いく。

これまで以上に新製品・
新技術などが開発され
るよう、関係機関などと
連携を図りながら、市内
企業などの研究開発の
取組みを支援していく。

１件 企業などによる新製
品・新技術などの研
究開発を支援し、新
たな製品の開発につ
ながった。

新型コロナウイ
ルス感染症感染
対策に対応した
取組として、従来
とは違った商品
ニーズもあること
から、自社開発
の支援も行う。

これまでは研究機関と
の共同研究を主体として
考えてきたが、これにこ
だわらずニーズに応じた
新製品開発を支援し、研
究機関がサポートする
取組も進める。

指標④ 従業員一人
当たりの粗付
加価値額

720万円 Ｒ2.3 H28         －
H29 763万円
H30 788万円
R1 832万円

（Ｒ1報告）
H30年度の

工業統計調
査の数値は

未発表

（Ｒ2修正）
788万円

企業などに試験分析
機器を利用開放する
ほか、企業などから
の試験・分析受託、
新製品・新技術など
の研究開発を支援し
た。

－ 引き続き、企業などに試
験分析機器を利用開放
するほか、企業などから
の試験・分析受託、新製
品・新技術などの研究
開発を支援していく。

832万円 企業などに試験分析
機器を利用開放する
ほか、企業などから
の試験・分析受託、
新製品・新技術など
の研究開発を支援し
た。

企業などに試験
分析機器を利用
開放するほか、
企業などからの
試験・分析受託、
新製品・新技術
などの研究開発
を支援していく。

指標値を達成しているこ
とから、引き続き同様の
取組を行う。

№ 交付対象
事業の名称

交付金
の種類

事業内容 実績額

　共同研究の受入対
応や他の研究機関等
とのマッチングを図る
ため、広域的に企業
支援を実践している
（公財）岩手県南技術
研究センターに、次の
業務を委託し事業を
行った。

（１）地域内企業の研
究開発力の向上
　・地域内の企業と研
究機関等との共同研
究
　・研究員派遣事業
　・機器操作技術研修
（SEM-EDX）
　・商品開発セミナー
の開催
　・補助員配置ほか
（２）地域内企業の研
究開発意欲の向上
　・学術研究機関での
研究内容の周知（冊子
製作）
　・共同研究事例の展
示（パネル、模型作成
費用等）
　・共同研究事例集の
作成ほか
（３）共同研究受入体
制整備とマッチング
　・連携コーディネー
ター配置
　・分析機器整備（ＳＥ
Ｍ-ＥＤＸ）ほか

地方創生関連交付金対象事業の実施状況について

○事業費
Ｈ28　53,498,501円

○うち交付金対象
Ｈ28　53,498,501円

○交付金
Ｈ28　53,498,501円

⑤

本事業における重要業績評価指標（KPI）
取組の実績

⑥

指標

1 ものづくり産
業技術開発
推進事業

地方創
生加速
化交付
金

平成30年度実績 （参考）

⑦

実績値を踏まえた事業の今後について

令和元年度実績

⑧ ⑨

取組の実績 実績値を踏まえた事業の今後について

※　令和元年度第１回有識者会議で報告した内容です。

1

令和２年９月29日（火）
第１回まち・ひと・しごと創生有識者会議【資料№２】



① ② ③ ④

指標値
（累計）

○事業費
H29　147,103,176円

○うち交付金対象
H29　145,034,976円

○交付金
H29    72,517,488円

指標① 地域が主体と
なって行う事
業実施件数

52件

（内訳）　　　.
Ｈ28 　 7件
Ｈ29 　 8件
Ｈ30　10件
Ｒ1　12件
Ｒ2　15件

Ｒ3.3 29件

（内訳）　　　.
Ｈ28  (7)件
Ｈ29 　 0件
Ｈ30　10件
Ｒ1　12件

※ ( )は整備前
の件数

10件 ○H30年4月に渋民
市民センターを移転
した。

○地域住民が集いや
すい環境を整備した
ことにより、地域が主
体となった事業を展
開し、計画どおりに実
施できた。

多世代の活
動交流や地
域と民間が主
体となって行
う事業を展開
していく。

地域コミュニティの育
成により、誰もが気軽
に集える場として定
着が図られる。

12件 ○地域住民が集いや
すい環境を整備した
ことにより、地域が主
体となった事業を展
開し、計画どおりに実
施できた。

多世代の活
動交流や地
域と民間が主
体となって行
う事業を展開
していく。
また、新型コ
ロナウイルス
感染症に対応
しながら、更
に充実した事
業展開に努め
ていく。

○地域コミュニティの
育成により、誰もが気
軽に集える場として
定着が図られる。

○地域住民が安心し
て市民センターを利
用することで、より主
体的な事業の実施が
期待される。

指標② 総合学習等
教育面での利
活用件数

33件

（内訳）　　　.
Ｈ28 　 0件
Ｈ29 　 0件
Ｈ30　10件
Ｒ1　11件
Ｒ2　12件

Ｒ3.3 27件

（内訳）　　　.
Ｈ28 　0件
Ｈ29 　0件
Ｈ30　 8件
Ｒ1  19件

８件 ○H30年11月に民俗
資料館を開館したた
め、５か月の利用件
数となっている。

○小学校の授業や児
童対象の社会教育事
業での施設利用で
は、児童が昔の生活
道具を使った体験活
動を通じ、当地域の
昔の生活の様子につ
いて理解を深められ
た。

○児童の活動を支援
する市民ボランティア
との世代間交流が図
られた。

○引き続き、
総合学習等
教育面での利
活用の促進を
図る。

○校長会議な
どの機会に学
校向け施設活
用案内を配布
し、周知を図
る。

施設の活用につい
て、学校への周知が
不足していたため。

　　 　19件

（内訳）
児童など
の学習活
動・見学
　17件
小学校か
らの出前
授業
　 2件

○小学校の授業や児
童対象の社会教育事
業での施設利用で
は、児童が昔の生活
道具を使った体験活
動を通じ、当地域の
昔の生活の様子につ
いて理解を深められ
た。

○児童の活動を支援
する市民ボランティア
との世代間交流が図
られた。

○小学校のほか、大
学や地域の社会教育
の場として施設利用
が図られた。

○引き続き、
総合学習など
教育面での利
活用の促進を
図る。

○校長会議な
どの機会に学
校向け施設活
用案内を配布
し、周知を図
る。

○小学校から
の出前授業に
ついて、柔軟
な対応を図
る。

施設の活用につい
て、受入れや周知を
図ることで、大東地域
外からの利用者数の
増加が期待される。

指標③ 市民センター
及び民俗資料
館利用者数
（延べ人数）

67,689人

（内訳）　　　　.
Ｈ28　11,846人
Ｈ29　12,082人
Ｈ30　14,258人
Ｒ1　14,600人
Ｒ2　14,903人

Ｒ3.3 42,529人

（内訳）　　　　.
Ｈ28 (12,225)人
Ｈ29         0人
Ｈ30  15,270人
Ｒ1  15,034人

※ ( )は整備前
の件数

 15,270人

（内訳）
市民セン
ター（体育
館含む）
 13,784人
民俗資料
館
  1,486人

○H30年11月に民俗
資料館を開館したた
め、５か月の利用者
数となっている。

○開館後は、市民セ
ンター事業で民俗資
料館での体験学習を
活用するなど、事業
展開が図られた。

○複合施設と
しての特性を
活かした事業
などを展開し
ていく。

○民俗資料
館は利用者
数の増加につ
ながるよう、
周知を図って
いく。

日常的な活動の場、
学びの場として利活
用されることで、利用
者数の増加が期待さ
れる。

 15,034人

（内訳）
市民セン
ター（体育
館含む）
 13,048人
民俗資料
館
  1,986人

○民俗資料館で特別
展などを行い、利用
者数の増加に努め
た。

○市民センター事業
で民俗資料館の体験
学習を活用するな
ど、複合施設としての
特性を活かした事業
展開が図られた。

○複合施設と
しての特性を
活かした事業
などを展開し
ていく。

○民俗資料
館は利用者
数の増加につ
ながるよう、
特別展やイベ
ントを開催し
市内外へのＰ
Ｒに努める。

日常的な活動の場、
学びの場としての活
用が期待される。
また、特別展やイベ
ントを開催すること
で、施設利用者の増
加が期待される。

令和元年度実績

⑧ ⑨

取組の実績 実績値を踏まえた事業の今後について

実績値 事業内容 今後の方針 今後の方針の理由指標
目標設定

年月
実績

地方創生関連交付金対象事業の実施状況について

№

⑤

交付対象
事業の名称

交付金
の種類

事業内容 実績額

本事業における重要業績評価指標（KPI）

平成30年度実績 （参考）

⑥ ⑦

取組の実績 実績値を踏まえた事業の今後について

実績値 事業内容 今後の方針 今後の方針の理由

※　令和元年度第１回有識者会議で報告した内容です。

2 旧渋民小学校
校舎利活用事
業

地方創
生拠点
整備交
付金

【渋民市民センター整
備】
　現在高台にある「渋
民市民センター」を、
長年地域住民に親し
まれてきた「旧渋民小
学校」に移転するた
め、１階部分の改修を
行った。

【歴史民俗資料等活
用整備】
　廃校となった「旧渋
民小学校」の２階部分
を改修し、これまで一
関市が収集・調査を
行ってきた１万件あま
りの歴史・民俗・考古
資料の適切な管理を
行うため、民俗資料館
を整備する。
　また、発掘で明らか
になった考古資料、里
山に暮らした人々の生
活用具・生産用具を展
示公開するとともに、
各種体験事業を行え
る場としての活用を
図っていく。

2



① ② ③ ④

指標値
（累計）

指標① 集材活動に参
加した人数
（延べ人数）

10,864人

（内訳）　　　　.
Ｈ29  　360人
Ｈ30  　864人
Ｒ1　1,440人
Ｒ2　3,880人
Ｒ3　4,320人

R4.3 1,640人

（内訳）　　　　.
Ｈ29  　710人
Ｈ30  　452人
Ｒ1    478人

452人 本事業は地方
創生に効果が
あった。

森林地域を中
心に活動を開
始したが、全
市的な展開を
図る。

バイオマス産業都市
構想のプロジェクトの
一つに掲げられてい
る、薪ストーブの普及
促進及び市民主体の
木質バイオマス資源
の活用の具現化のた
め、市民主体の活動
により、地域に根差し
た活動としていく必要
があるため。

478人 本事業は地方
創生に効果が
あった。

森林地域を中
心に活動を開
始したが、市
民活動として
全市的な展開
を図る。

バイオマス産業都市
構想のプロジェクトの
一つに掲げられてい
る、薪ストーブの普及
促進及び市民主体の
木質バイオマス資源
の活用の具現化のた
め、今後は市民の取
組として活動を広範
囲に展開し、地域に
根差した活動として
発展させていく必要
があるため。

指標② 集材活動によ
る木質資源販
売量
（生換算）

2,343.60ｔ

（内訳）　　　　.
Ｈ29　126.00ｔ
Ｈ30　185.85ｔ
Ｒ1　217.35ｔ
Ｒ2　869.40ｔ
Ｒ3　945.00ｔ

R4.3 385.00ｔ

（内訳）　　　　.
Ｈ29　144.00ｔ
Ｈ30　138.50ｔ
Ｒ1  102.50ｔ

138.50t 本事業は地方
創生に効果が
あった。

新千厩小学
校のチップボ
イラーの燃料
用の集材活
動を継続して
いくとともに、
薪づくり活動
及びその販売
に取組む。

試行により導かれた
実績と分析結果によ
り、集材活動の課題
を捉えることができた
ことから、集材活動の
取組みとその材の活
用について、チップ材
の公共施設などへの
納入と併せ、採算が
見込める薪としての
活用に発展させよう
と検討しているため。

102.50t 本事業は地方
創生に効果が
あった。

千厩及び東山
小学校のチッ
プボイラーの
燃料用原木
の集材活動を
継続していくと
ともに、薪づく
りとその販売
活動の両輪で
事業の継続に
取組む。

令和元年度の集材活
動及び薪づくり活動
の課題を捉えること
ができたことから、
チップ材の公共施設
などへの納入と併
せ、採算が見込める
薪としての活用をより
発展させようと検討し
ているため。

指標③ 集材活動が
実施された面
積

1,448.60ｈａ

（内訳）　　　　.
Ｈ29 　63.00ｈａ
Ｈ30 　88.20ｈａ
Ｒ1　163.80ｈａ
Ｒ2　516.60ｈａ
Ｒ3　617.00ｈａ

R4.3 92.27ｈａ

（内訳）　　　　.
Ｈ29 　40.00ｈａ
Ｈ30 　46.32ｈａ
Ｒ1     5.95ｈａ

46.32ha 本事業は地方
創生に効果が
あった。

未利用材の
集材を効果的
に進めるた
め、集材活動
の取組の体
制を拡大して
いく。

試行により導かれた
実績と分析結果によ
り、集材活動の課題
を捉えることができた
ことから、集材活動の
取組みとその材の活
用について、チップ材
の公共施設などへの
納入と併せ、採算が
見込める薪としての
活用に発展させよう
と検討しているため。

5.95ha 本事業は地方
創生に効果が
あった。

未利用材の
集材を効果的
に進めるた
め、集材活動
を市民活動と
して全市的に
展開を図って
いく。

令和元年度の集材活
動及び薪づくり活動
の課題を捉えること
ができたことから、
チップ材の公共施設
などへの納入と併
せ、採算が見込める
薪としての活用をより
発展させようと検討し
ているため。

地方創生関連交付金対象事業の実施状況について

№
交付対象

事業の名称
交付金
の種類

事業内容 実績額

⑤

本事業における重要業績評価指標（KPI）

実績
目標設定

年月
指標

１．バイオマス産業都
市構想の実現に向け
た取組
（１）一関市バイオマス
産業化推進会議の開
催及びバイオマスエネ
ルギーの地産地消に
向けた取組
（２）一関市木材カス
ケード利用協働協議
会の設立及び木質バ
イオマスの安定供給
体制の確立

２．市民の地域に根ざ
した木質バイオマス利
用の促進
（１）市民による木質資
源の供給体制の確立
（２）「地域活動団体」
の活動拠点と薪の安
定的な取引の場となる
「木の駅」の設置
（３）市民による地域に
根ざした木質バイオマ
スの活用

地方創
生推進
交付金

資源・エネル
ギー循環型社
会形成支援事
業

3 ○事業費
　　　36,431,516円

（内訳）
Ｈ29　5,670,738円
Ｈ30　5,957,785円
R1   24,802,993円

○うち交付対象
　　　10,958,280円

（内訳）
H29　3,709,738円
H30　4,138,756円
R1　  3,109,786円

○交付金
　　　 5,479,140円

（内訳）
H29　1,854,869円
H30　2,069,378円
R1　  1,554,893円

令和元年度実績

⑧ ⑨

取組の実績 実績値を踏まえた事業の今後について

実績値 事業効果 事業効果の理由 今後の方針

平成30年度実績 （参考）

⑥ ⑦

取組の実績 実績値を踏まえた事業の今後について

実績値 事業効果 事業効果の理由 今後の方針 今後の方針の理由

○当初は通年での集
材活動を計画してい
たが、H29.11～H30.5
までを試行期間として
取組んだため（H30年
度は２か月間）、指標
を下回る結果となった
ものの、取組みの検
証を行うなど、今後の
道筋を見出すことが
できた。

○地域資源の循環活
用の重要性を認識し
たうえで、市民が主体
となって取組みを進め
ることができた。

○指標を下回る結果
となったものの、試行
期間における取組み
の検証を行うなど、今
後の道筋を見出すこ
とができた。

○市民により集材さ
れた未利用材が、紙
パルプ用チップ材とし
て利用され、うち35.12
トンは、新千厩小学校
のチップボイラーの燃
料として活用された。

○指標を下回る結果
となったものの、試行
期間における取組み
の検証を行うなど、今
後の道筋を見出すこ
とができた。

○林内に残されてい
る未利用間伐材など
の量が予想以上に多
く、実施面積は当初
計画から減少したも
のの、林内から搬出さ
れた木材の量は計画
数量以上であった。

今後の方針の理由

○当初は通年での集
材活動を計画してい
たため指標を下回る
結果となったものの、
Ｒ元年度は公共施設
の木質チップボイラー
の燃料として必要な
分のみ集材する取組
みとして実施し、今後
の市民活動としての
展開に向け前進する
ことができた。

○地域資源の循環活
用の重要性を認識し
たうえで、市民が主体
となって取組みを進め
ることができた。

○指標を下回る結果
となったものの、集材
活動及び薪づくり活動
の継続に向け前進す
ることができた。

○市民により集材さ
れた未利用材が、紙
パルプ用チップ材とし
て利用され、うち46.14
トンは、千厩及び東山
小学校のチップボイ
ラーの燃料として活用
された。

○指標を下回る結果
となったものの、集材
活動及び薪づくり活動
の継続に向け前進す
ることができた。

○林内に残されてい
る未利用間伐材など
の量が予想以上に多
く、実施面積は当初
計画から減少したも
のの、林内から搬出さ
れた木材の量は計画
数量以上であった。

※　令和元年度第１回有識者会議で報告した内容です。
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令和２年９月 29日（火）  

第１回まち・ひと・しごと創生有識者会議【資料№３】 

一関市まち・ひと・しごと創生総合戦略 基本目標及び重要業績評価指標の令和元年度末の状況 

１ 基本目標の令和元年度末の状況 

基本目標 指 標 現状値(H26) 目標値(R1) 実績値(R1) 

Ⅰ 市民が力を発揮できる仕事を創出し、

若者や女性が集うまちを目指します 
年間転出超過者数 ※ 448 人 329 人 644 人

Ⅱ 社会全体で子育てを支援し、子育て 

しやすいまちを目指します 
合計特殊出生率 (H25) 1.58 (H30)1.65 (H30) 1.44

Ⅲ 心豊かに安心して暮らせる、住みたい、

住んでよかったまちを目指します 

65 歳以上の人口に占める要介護 

認定者（要介護１～５）の割合 ※ 
15.7％ 15.3％ 17.3％

メタボリックシンドローム 

該当者及び予備群該当者の割合 ※ 
(H25)25.8％ (H30) 22.0％ (H30) 29.7％

Ⅳ 未来へ引き継がれる、誇りと愛着が 

持てるまちを目指します 
市民センターの利用人数 492 千人 541 千人 549 千人

                         ※ 現状値から減少（低下）することを目指す指標 



2 

２ 重要業績評価指標の令和元年度末の状況 

基本目標 施策展開の基本的方向 
ＫＰＩの元年度末目標値に対する達成状況 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 集計中※

Ⅰ 市民が力を発揮できる仕事を創出し、若者や女性が集うまちを目指します 8 2 3 1 4 2

① 安定した雇用を創出する 5 1 2 1 2

② 新しい人の流れをつくる 3 1 1 4

Ⅱ 社会全体で子育てを支援し、子育てしやすいまちを目指します 3 0 1 0 5 0

① 結婚、出産の希望をかなえる 1 3

  ② 安心して子育てを楽しめる環境の形成 3 2

Ⅲ 心豊かに安心して暮らせる、住みたい、住んでよかったまちを目指します 4 2 4 5 3 0

① 地域で安全に安心して暮らせる環境の整備、充実 3 3 2 1

② 生きがいを持ち健康に暮らせる環境づくり 1 2 1 3 2

Ⅳ 未来へ引き継がれる、誇りと愛着が持てるまちを目指します 2 3 1 0 1 1

  ① 将来にわたって持続可能なまちづくり 1 1 1 1

② 連携と協働によるまちづくり 1 3

計 
17

(30.9%)

7

(12.7%)

9

(16.3%)

6

(10.9%)

13

(23.6%)

3

(5.6%)

（参考）平成 30 年度末実績
18

(32.7%)

8

(14.5%)

10

(18.2%)

7

(12.7%)

8

(14.5%)

4

(7.4%)

※集計中：実績値未確定等 

(１) 目標値に対する各年度の達成率の算出方法 

 達成率（目標比）％ ＝ ｛R元年度末実績値－現状値（H26）｝ ÷ ｛R元年度末目標値－現状値（H26）｝ 

(２) 達成状況を定量的に判定する評価区分（達成率により、５段階で記載） 

 Ａ（100％以上）、Ｂ（80％以上 100％未満）、Ｃ（50％以上 80％未満）、Ｄ（0％以上 50％未満）、Ｅ（達成率がマイナス（現状値から悪化）） 
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（参考）重要業績評価指標の令和元年度末目標に対する達成状況 



一関市まち・ひと・しごと創生総合戦略　基本目標及び重要業績評価指標の達成状況一覧

基本目標Ⅰ

市民が力を発揮できる仕事を創出し、若者や女性が集う街を目指します

第1期総合戦略期間の取組に対する評
価

今後の取組

448 人 446 人 325 人 431 人 377 人 644 人

※現状値から減少（低下）することを目指す指標

Ⅰ-①-１　地場産業の振興

【主な取り組み】 　▼地域ブランドのPR促進

　▼新製品、新技術開発の支援

　▼生産力、生産性の向上による経営力強化支援

　▼商業、サービス業の振興支援

　▼インバウンド観光の推進

達成率
※(　)はH30

年度

達成度
※(　)はH30

年度

R1年度実績値に対する評価
※未確定のものはH30年度実績に対する評価

第1期総合戦略期間の取組に対する評
価

今後の取組

1 R2 1,300 千人/年 1,155 千人/年 1,052 千人/年 1,068 千人/年 1,040 千人/年 1,052 千人/年 1,255 千人/年 1,237 千人/年 179.6% Ａ

道の駅厳美渓と道の駅かわさきの入込
客数はH30年度より下回ったものの、道
の駅むろねの入込客数が当初の見込
みを上回り、結果的に目標数値を上回
る結果となった。
室根地域の住民の利用のほか、県外か
らの観光客の利用が入込客数につな
がった。

前年度の実績値を下回る年もあるもの
の、
各施設の創意工夫された販売努力によ
り、入込客数は順調に推移している。

今後も、各施設の連携した取組みを実
施するとともに、農産物の販売額向上
に向けた指定管理者への運営等の支
援を行う。

農林部

2 R2 5 件/年 5 件/年 2 件/年 3 件/年 11 件/年 3 件/年 2 件/年 9 件/年 233.3% Ａ

令和元年度は、既存の市単独補助（上
限50万円）による共同研究が1件であっ
た。
市内研究機関（一関高専・県南技研）と
市内企業との共同研究及び開発支援
（継続研究含）については９件あった。

計画目標を上回る件数となった年度は
２年であったが、企業と研究機関等との
共同研究の件数は28件と一定の成果
があった。

地域企業の技術力向上のため、関係
機関などと連携を図りながら、市内企業
などの研究開発の取組がさらに促進さ
れるよう、継続して取組む。

商工労働部

3 R2 2,200 億円/年
2200

(2,183)
億円/年 2,117 億円/年 2,097 億円/年 2,036 億円/年 2,092 億円/年 2,095 億円/年 － 億円/年

―
(-33.3%)

－
(E)

誘致企業数は、例年１社の増加となっ
ている。一関地域の工業団地が完売し
たことから、新たな工業団地の整備の
検討及び民有地を含めた土地への誘
致活動を今後も進めていく。

誘致企業数は、例年１社の増加となっ
ており、目標の年間２社に届いていない
状況。

一関地域の工業団地が完売したことか
ら、新たな工業団地の整備の検討を進
めていく。また、今後も市内工業団地
（残２区画）及び民有地を含めた土地へ
の誘致活動を進めていく。

商工労働部

4 R2 27,000 人回/年 21,000 人回/年 5,867 人回/年 9,097 人回/年 13,565 人回/年 20,025 人回/年 25,194 人回/年 42,785 人回/年 244.0% Ａ

台湾、中国、香港やタイといったアジア
圏からの団体ツアー客の増により、対前
年比69.8％の大幅増となった。しかし、
新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、年度末には外国からのツアー中止
が相次いだことから、３月は対前年比
95.2％減と、平成26年３月以来となる２
桁台（52人）となった。

猊鼻渓地域を中心に、アジア圏からの
団体ツアー客が年々増加している。一
関市観光協会や世界遺産平泉・一関Ｄ
ＭＯなどと連携して展開したインバウン
ド事業が功を奏した結果と見込む。

無料公衆無線ＬＡＮ環境の整備を行う
など、新型コロナウイルス感染症の終息
後に、外国人観光客に来ていただける
ような受入環境の整備を進める。

商工労働部

産地直売施設（道の駅）入込客数

研究機関等との共同研究数

製造業の製造品出荷額

外国人観光入込客数

担当部№ 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 目標年度 目標値
R1年度
目標値

※（）はH30年度

現状値（H26） H27年度
実績値

H28年度
実績値

H29年度
実績値

H30年度
実績値

R1年度
実績値

（H30年） （R1年）

達成状況

転出は10代後半から20代にかけて多
く、転入は20代から30代前半にかけて
多い。これらの年代の若者が一関市で
暮らしたいと思ってもらえるよう、働く場
の確保、地域経済の強化、余暇を楽し
める機会や場づくりなどをより一層進め
ていく必要がある。

市長公室
転出超過者数を15年かけてゼロにするも
のとし、５年間で約３割達成する。

R2 299 人

令和元年の転出超過数は平成30年に比べて267人と大きく
上回った。平成30年と令和元年を比較すると、転出数は49人
の増加で、転入数は218人と大きく減少している。
平成30年と令和元年を比較すると全ての年代で転入数が
減っているが、特にも、男性では30代と10歳未満に多く、女
性では20代と10歳未満に多かった。子育て世代の転入と女
性は就職に伴う転入が少なかったものと推測される。

（H26年度末） （H27年） （H28年） （H29年）

若年層の人口移動が大きいことから、
若者の地元定着に向けた取組を進め
ているが、十分な効果が現れていな
い。新型コロナウイルス感染症の影響
により、首都圏の若者の地方回帰の意
識の高まりも見られることから、より効果
的な取組が必要である。

指標 目標値設定 目標年度 目標値 現状値
H27年度
実績値

H28年度
実績値

H29年度
実績値

H30年度
実績値

数値目標 達成状況

担当部R1年度
実績値

R1年度実績値に対する評価

年間転出超過者数 ※

達成度 Ａ 100％以上

Ｂ 180％以上

Ｃ 150％以上

Ｄ 100％以上

Ｅ 100％未満

1

令和２年９月29日（火）
第１回まち・ひと・しごと創生有識者会議【資料№４】



Ⅰ-①-２　雇用の場の創出

【主な取り組み】 　▼農業経営体の育成

　▼企業・事業誘致活動の推進

　▼起業、創業支援

達成率
※(　)はH30

年度

達成度
※(　)はH30

年度

R1年度実績値に対する評価
※未確定のものはH30年度実績に対する評価

第1期総合戦略期間の取組に対する評
価

今後の取組

5 R2 85 法人 81 法人 61 法人 65 法人 67 法人 70 法人 72 法人 74 法人 65.0% Ｃ

既存の任意の営農組合については、集
落内での合意が得られないなど法人化
への動きが鈍くなっている。基盤整備
事業実施地区については、事業進捗に
合わせて引き続き法人化への支援を
行っていく。

基盤整備地区を中心に、集落営農型
の法人組織は順調に増えているが、当
初、この期間内に法人化を目指してい
た任意の営農組合の中には、集落の合
意形成がまとまらず、法人化を延期又
は断念している組織が出てきている。

基盤整備事業の法人化の目標年度に
沿った形で、集落に対して法人化の研
修会や農地集積関連の支援策につい
ての情報提供を行い、法人化を支援す
る。

農林部

6 R2 82 件 64 件 54 件 71 件 71 件 74 件 79 件 85 件 310.0% Ａ

目標を上回る数値となった。
6次産業化や農商工連携の取組につ
いて、様々な機会を捉えての情報発
信や県と連携した個別相談窓口にお
いて、商品に係る情報提供や補助制
度の活用について相談に応じる等の
事業者への支援が加工品開発に取り
組む事業者の増加に繋がった。

目標を上回る数値となった。
農商工連携開発事業費補助金を活用
し、農商工連携のもと当市の農林畜
産物を活用した新商品開発に取り組
む事業者が増えている一方で、商品
の販路拡大につながっていないこと
が課題となっている。

６次産業化や農商工連携に取り組まれ
る方々に対してマーケティングの技法
なども習得する研修会の開催など、より
ビジネス展開が図られる支援を行う。

農林部

7 R2 33 社 31 社 21 社 21 社 22 社 23 社 24 社 25 社 40.0% Ｄ

誘致企業数は、例年１社の増加となっ
ている。一関地域の工業団地が完売し
たことから、新たな工業団地の整備の
検討及び民有地を含めた土地への誘
致活動を今後も進めていく。

誘致企業数は、例年１社の増加となっ
ており、目標の年間２社に届いていない
状況。

一関地域の工業団地が完売したことか
ら、新たな工業団地の整備の検討を進
めていく。また、今後も市内工業団地
（残２区画）及び民有地を含めた土地へ
の誘致活動を進めていく。

商工労働部

8 R2 280 事業所
280

(275)
事業所 253 事業所 276 事業所 248 事業所 252 事業所 250 事業所 － 事業所

―
(-13.6%)

－
（E)

市内の事業所数は、前年より2事業所
の減少となり、目標を達成することがで
きなかった。
一関商工会議所の中小企業支援室等
と連携し、事業承継等の支援に力を入
れるとともに、起業支援による事業所数
増加を図る。

事業所数は、27年度に大きく増加し、
28年度に大きく減少したが、それ以降
はほぼ横ばいとなっており、目標には
届いていない状況。

一関商工会議所と連携し、起業支援や
事業承継等の支援に力を入れる。
引続き、起業や企業誘致の取組を実施
する。

商工労働部

Ⅰ-①-３　人材の育成

【主な取り組み】 　▼農業の担い手の育成

　▼地域企業が行う人材育成への支援

　▼キャリア教育の推進

　▼外国語教育の推進

　▼ことばの力を育てる教育の推進

　▼郷土愛を育む教育の推進

達成率 達成度 R1年度実績値に対する評価
※未確定のものはH30年度実績に対する評価

第1期総合戦略期間の取組に対する評
価

今後の取組

9 R2 52 人 49 人 34 人 37 人 40 人 45 人 47 人 48 人 93.3% Ｂ

目標を下回る数値となった。
新規学卒者等就農促進支援事業のう
ち、雇用研修制度(JAへの委託事業)に
ついて、H30年度の研修者は新規学卒
者0人ではあったものの、社会人経験者
(ＵＩターン等)4人となり、その後の新規
就農に繋がった。

目標を下回る数値となった。
新規学卒者等就農促進支援事業のう
ち、雇用研修制度(JAへの委託事業)に
ついて、H30年度の研修者は新規学卒
者0人ではあったものの、社会人経験者
(ＵＩターン等)4人となり、その後の新規
就農に繋がった。

今後も県・JA等の関係機関と連携し、研
修希望者の掘り起し及び研修者への支
援を行う。

農林部

10 R2 1,080 人 1,028 人 541 人 668 人 677 人 727 人 755 人 789 人 50.9% Ｃ

企業訪問やHP等により、市内を会場に
実施する品質管理検定の周知を図り、
多くの受検者を確保することができた。
資格取得の支援講座も継続して実施し
たが、全国の合格率も低く、目標を達成
することができなかった。
【R1年度】合格者数/受検者数（合格
率）
・全国　31,005人/62,262人（49.80％）
・一関会場　247人/491人（50.3％）
・うち市内企業　34人/91人（37.4％）

企業訪問やHP等により、市内を会場に
実施する品質管理検定の周知を図り、
多くの受検者を確保することができた。
資格取得の支援講座も継続して実施し
たが、全国の合格率も低く、目標を達成
することができなかった。

引き続き、企業訪問やHP等により、広く
周知し、受検者の増加を図る。また、資
格取得支援講座の回数や内容を充実
させる等、合格者の増加につながるよう
支援していく。

商工労働部

11 R2 100.0 ％ 100.0 ％ 41.2 ％ 57.6 ％ 75.8 ％ 90.9 ％ 100.0 ％ 100.0 ％ 100.0% Ａ

市内の小学校全28校で、ことばのテキ
スト「言海」を使用した取組が実施され、
「ことばの先人」の学習に取り組む割合
は、100％を達成した。
なお、「ことばの先人」出前講座は5校で
実施した。

市内全小学校での取り組みである「こと
ばの時間」において、テキスト「言海」を
活用しながら「ことばの先人」学習に取り
組むことができた。また、「ことばの先
人」出前講座については、計画的に実
施校を決定し、博物館と連携しながら取
り組むことができた。

ことばのテキスト「言海」を使用した取組
は今後も全校で実施する。
「ことばの先人」出前講座については、
未実施の8校（小学校2校、中学校6校）
において令和２年度に全ての学校で実
施する。

教育部

新規学卒者就農数（累計）

品質管理検定合格者数（累計）

「ことばの先人」の学習に取り組んだ学校の割合

H27年度
実績値

H28年度
実績値

H29年度
実績値

H30年度
実績値

R1年度
実績値

目標年度 目標値
R1年度
目標値

現状値（H26）

達成状況

担当部

農業法人数

６次産業化事業化件数

誘致企業数（18年度からの累計）

製造業事業所数（従業員４人以上）

№ 重要業績評価指標（ＫＰＩ）

H27年度
実績値

H28年度
実績値

H29年度
実績値

H30年度
実績値

R1年度
実績値

目標年度 目標値
R1年度
目標値

※（）はH30年度

現状値（H26）

達成状況

担当部№ 重要業績評価指標（ＫＰＩ）

達成度 Ａ 100％以上

Ｂ 180％以上

Ｃ 150％以上

Ｄ 100％以上

Ｅ 100％未満

2



Ⅰ-②-１　若者定着の推進

【主な取り組み】 　▼地元企業への理解増進

　▼地元企業への就職活動支援、移住就労支援

　▼農業の担い手の確保、育成

　▼働きやすい職場づくりの啓発

　▼高等教育機関等の充実

達成率 達成度 R1年度実績値に対する評価
※未確定のものはH30年度実績に対する評価

第1期総合戦略期間の取組に対する評
価

今後の取組

12 R2 493 人 473 人 373 人 390 人 411 人 427 人 441 人 454 人 81.0% Ｂ

目標を下回る数値となったが、新規就
農ワンストップ相談窓口による就農相談
をはじめ、新規学卒者等就農促進支援
事業による雇用研修を活用したH30年
度研修者3人がR1年度に新規就農し
た。首都圏からの移住を伴う研修者に
はいちのせき新規就農応援事業（家賃
補助）を1件実施。各種制度を組み合わ
せながら、新規就農に向けた支援を
行った。

目標を下回る数値となったが、新規就
農ワンストップ相談窓口による就農相談
をはじめ、新規学卒者等就農促進支援
事業による雇用研修を活用したH30年
度研修者3人がR1年度に新規就農し
た。首都圏からの移住を伴う研修者に
はいちのせき新規就農応援事業（家賃
補助）を1件実施。各種制度を組み合わ
せながら、新規就農に向けた支援を
行った。

今後も県・JA等の関係機関と連携し、研
修希望者の掘り起し及び研修者への各
種支援を行う。

農林部

13 R2 60.0 ％ 60.0 ％ 51.8 ％ 50.9 ％ 48.5 ％ 47.9 ％ 47.2 ％ 46.7 ％ -62.2% Ｅ

関係機関との連携や各種施策の実施
に努めているものの、県内就職率は
59.5％と、昨年度62.4％から2.9ポイント
減少、管内就職率については46.7％
と、50％以下が続いており目標数値の
達成には至らなかった。

地元就職率は28年度以降50％を割り
込み、その後も年々減少傾向にある
が、関係機関との連携による求人要請
活動等により、新規高卒希望者の就職
率はH24年３月卒から９年連続して
100％を達成している。

関係機関との連携による就業支援事業
を実施する。

商工労働部

Ⅰ-②-２　移住定住の促進

【主な取り組み】 　▼移住者への経済的支援

　▼相談窓口の強化

　▼就農支援

　▼人材不足への対処

　▼政府関係機関の移転誘致

達成率 達成度 R1年度実績値に対する評価
※未確定のものはH30年度実績に対する評価

第1期総合戦略期間の取組に対する評
価

今後の取組

14 R2 2,800 人/年 2,780 人/年 2,697 人/年 2,687 人/年 2,584 人/年 2,603 人/年 2,580 人/年 2,529 人/年 -202.4% Ｅ

移住者住宅取得補助金制度や空き家
バンク制度などによる移住者は、150人
を超えているが、転入者数の全体を底
上げするまでには至っていない。

移住者補助金など移住定住施策を利
用した移住者数は年150人（平均）を超
え、当市への移住促進に繋がっている
が、転入者は全体として減少傾向にあ
る。

移住定住施策による当市への移住促
進のほか、ＵＩＪターンや関係人口を増
やす取組などにより転入者数の増加を
図る。

まちづくり
推進部

15 R2 23 件/年 20 件/年 8 件/年 17 件/年 22 件/年 23 件/年 23 件/年 37 件/年 241.7% Ａ

チラシやホームページ等を通じた周知
活動により、空き家バンクの利用及び問
い合わせが増えてきており、当制度が
浸透してきている。

空き家バンクの登録件数は増加してい
る。

コロナ禍の影響もあり地方への移住に
対するニーズは高まっている。空き家バ
ンクの周知を行い、登録物件の充実を
図る。

まちづくり
推進部

転入者数

空き家バンクの新規登録件数

H27年度
実績値

H28年度
実績値

H29年度
実績値

H30年度
実績値

R1年度
実績値

R1年度
目標値

現状値（H26）

達成状況

担当部

新規就農者数（累計）

新規学卒者の管内就職率

№ 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 目標年度 目標値

H27年度
実績値

H28年度
実績値

H29年度
実績値

H30年度
実績値

R1年度
実績値

目標値
R1年度
目標値

現状値（H26）

達成状況

担当部№ 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 目標年度

達成度 Ａ 100％以上

Ｂ 180％以上

Ｃ 150％以上

Ｄ 100％以上

Ｅ 100％未満

3



Ⅰ-②-３　交流人口の拡大

【主な取り組み】 　▼観光資源の整備、活用

　▼二次交通の充実

　▼中心商店街の空き店舗対策

　▼一ノ関駅周辺の賑わい創出

　▼都市間交流の促進

　▼来訪機会の拡大

達成率 達成度 R1年度実績値に対する評価
※未確定のものはH30年度実績に対する評価

第1期総合戦略期間の取組に対する評
価

今後の取組

16 R2 2,310 千人回/年 2,300 千人回/年 2,101 千人回/年 2,204 千人回/年 2,097 千人回/年 2,145 千人回/年 2,621 千人回/年 2,211 千人回/年 55.3% Ｃ

４月と１月を除いた月が対前年比で減と
なっており、特に観光最盛期である10
月は、台風19号の影響によりイベントが
中止となったことなどから、対前年比
51.0％の大幅減となった。
また、新型コロナウイルス感染症の影響
により、外出自粛が求められた３月に
は、厳美渓で39.7％、猊鼻渓で76.5％
の大幅減となり、全体でも22.6％の減と
なった。

令和元年度の観光入込客数は、観光
最盛期の天候に恵まれずに減少したも
のの、平成30年度は、道の駅むろねの
開業やイベントの盛況により、大幅に増
加している。（一社）一関市観光協会
や、平成30年４月に発足した（一社）世
界遺産平泉・一関ＤＭＯの取り組みも
好影響を及ぼした結果と見込む。

現在の通過型観光から滞在型観光へ
の転換を進められるよう、一関温泉郷協
議会と協力して宿泊客の誘致に努め
る。
また、新型コロナウイルス感染症の終息
後に観光客を呼び込めるよう、新たな
施策を検討する。

商工労働部

17 R2 23.2 ％ 23.2 ％ 25.8 ％ 25.4 ％ 26 ％ 27.6 ％ 28 ％ 28 ％ -84.6% Ｅ

空き店舗入居支援助成制度の活用に
よる入居者は増加し空き店舗解消に努
めたが、経営不振や後継者不足による
閉店があり、空き店舗率は変動しないも
のとなっている。

空き店舗入居支援助成制度の活用に
よる入居者や、起業者経営安定化支援
事業補助金等創業支援を利用し、起業
する起業者は増加しているが、それ以
上に後継者不足等による閉店が増えて
おり、空き店舗は年々増加している状
況にある。

空き店舗入居支援助成制度や、起業
者経営安定化支援事業補助金等によ
る起業者支援を引き続き取り組むととも
に、商工会議所と連携しながら事業承
継支援も行うなど商店街での起業、経
営継続を促し空き店舗率の低下に努め
る。

商工労働部

18 R2 30,000 人/年 20,000 人/年 17,928 人/年 22,836 人/年 24,745 人/年 25,997 人/年 28,473 人/年 23,294 人/年 259.0% Ａ

目標値を上回っているが、台風や新型
コロナウイルス感染症の影響による大
会等の中止もあり、参加者は前年度より
減少している。今後、大会誘致などによ
る交流人口の拡大に努める必要があ
る。

大会開催補助・学会等開催補助事業
の実施により、大規模大会等の誘致、
開催を支援した。

今後は、学会等開催補助金の制度の
見直しを検討する。
また、制度の周知に努めることにより、ス
ポーツ大会の開催増加を図り、交流人
口の拡大に努める。

まちづくり
推進部

※現状値から減少（低下）することを目指す指標

Ⅰ-②-４　地域の魅力増進や知名度の向上

【主な取り組み】 　▼効果的な情報発信

　▼体験、交流事業

　▼歴史的地域資源の活用

達成率 達成度 R1年度実績値に対する評価
※未確定のものはH30年度実績に対する評価

第1期総合戦略期間の取組に対する評
価

今後の取組

19 R2 2,400 千件/年 2,280 千件/年 2,186 千件/年 2,012 千件/年 1,782 千件/年 2,268 千件/年 2,357 千件/年 2,122 千件/年 -68.1% Ｅ

報道機関へプレスリリースした情報は積
極的にホームペ－ジにも掲載するなど
全庁的に情報発信について共通理解
に努めたが、恒常的に目標値を達成す
ることが出来なかった。

平成27年度から平成30年度まではアク
セス数が増加し、目標値まであと少しと
なったが、昨年度は不正な投稿を遮断
したことでアクセス数が減少したと考え
られる。
多くの市民が関心を持つ情報によって
は大きくアクセス数が変動すると思われ
る。

引き続き積極的な情報発信に努めると
共に、一層、障がい者や高齢者にやさ
しいアクセシビリティに配慮する。

市長公室

20 R2 12 校/年 11 校/年 0 校/年 0 校/年 0 校/年 0 校/年 8 校/年 19 校/年 172.7% Ａ
小学校の総合学習での利活用が図ら
れており、資料館を活用することが定着
してきている。

学校向け施設活用案内を作成し周知を
図り、着実に施設の利活用の増に繋
がっている。

学校への周知を継続し、展示物を工夫
しながら資料館としての充実を図ってい
く。

教育部

市の公式ホームページのアクセス数

民俗資料館を学習に活用した学校数

H29年度
実績値

H30年度
実績値

R1年度
実績値

目標値
R1年度
目標値

現状値（H26）

達成状況

担当部

観光入込客数

商店街空き店舗率 ※

市外の選手も参加するスポーツ大会の参加者数

№ 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 目標年度

H27年度
実績値

H28年度
実績値

H29年度
実績値

H30年度
実績値

R1年度
実績値

R1年度
目標値

現状値（H26）

達成状況

担当部

H27年度
実績値

H28年度
実績値

№ 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 目標年度 目標値

達成度 Ａ 100％以上

Ｂ 180％以上

Ｃ 150％以上

Ｄ 100％以上

Ｅ 100％未満

4



基本目標Ⅱ

社会全体で子育てを支援し、次代の担い手を応援するまちを目指します

第1期総合戦略期間の取組に対する評
価

今後の取組

合計特殊出生率

婚姻の平均年齢や出産の高齢化が進
んだ。合計特殊出生率は、平成27年か
ら低下を続けており、また、女性人口は
20代後半から30代前半にかけて大きく
減少している。
直接的な要因のみならず間接的な要
因への働きかけが必要と考える。

出産の希望を叶られるよう、福祉分野だ
けでなく、所得向上策や若い女性が望
むライフスタイルの実現を進める必要が
ある。

市長公室

Ⅱ-①-１　結婚支援

【主な取り組み】 　▼結婚情報サービスの提供

　▼婚活支援イベントや結婚相談の実施

　▼ライフデザイン（結婚～出産～子育て）の構築支援

達成率 達成度 R1年度実績値に対する評価
※未確定のものはH30年度実績に対する評価

第1期総合戦略期間の取組に対する評
価

今後の取組

21 R2 5 件/年 5 件/年 1 件/年 3 件/年 2 件/年 2 件/年 3 件/年 3 件/年 50.0% Ｃ

Ｒ元年度の実績は３件となってお
り、目標数値の５件には達していな
いが、各種事業の取組により効果が
出てきている。

めぐりあいサポート事業を通じて婚
姻したカップルが、毎年２～３組程
度となっており、事業の継続により
効果が出てきている。

今後も継続的に縁結び支援事業やイ
ベントを実施し、出会いの場を充実
を図る。また、結婚支援事業に係る
周知を行い、事業への参加を促す。

まちづくり
推進部

22 R2 500 人 500 人 324 人 530 人 885 人 987 人 329 人 322 人 -1.1% Ｅ
Ｒ元年度中に53人が新規登録となっ
たが、既存会員の退会数が多く、全
体では会員数が減少した。

活動履歴がない会員が多かったこと
から、継続の意思確認を行い整理を
行った。活動意欲のある会員で一定
の会員数を維持できている。

時勢に合わせたオンラインイベント
や、魅力あるイベント等の周知を行
い、多くの人に結婚活動サポートセ
ンターへの登録を促す。

まちづくり
推進部

Ⅱ-①-２　妊娠、出産への支援

【主な取り組み】 　▼妊娠、出産の相談、支援体制

　▼妊娠、出産の経済的支援

達成率 達成度 R1年度実績値に対する評価
※未確定のものはH30年度実績に対する評価

第1期総合戦略期間の取組に対する評
価

今後の取組

23 R2 70 人 69 人 66 人 77 人 65 人 43 人 39 人 49 人 -566.7% Ｅ
県の助成金交付決定者を対象としてお
り、申請者数はその年により波があるた
め目標達成とならなかったと考える。

目標達成は、申請者数に左右されると
ころではあるが、直近3年間の実績は高
いものではないことから、周知方法等に
ついて検討が必要と考える。

今後も事業を継続し、引き続き制度の
周知に努める。

保健福祉部

24 R2 90.0 ％ 89.5 ％ 86.2 ％ 83.2 ％ 85.9 ％ 83.3 ％ 87.4 ％ 81.3 ％ -148.5% Ｅ

未受診のほか、入院や予定日より早い
出産などで妊娠36週目以降の受診率
が低く、また、令和元年度は転出者が
例年に比べ多かったことから目標達成
とならなかった。入院や出産は自身で
調整できるものではないが、該当期間
内の受診について積極的に指導するこ
とで、目標達成が見込めるものと思われ
る。

妊娠35週目までの受診率は平均90％
を超しており目標値に届いているもの
の、36週目以降の受診率は予定日より
早い出産等で受診率が低くなってしま
う。妊娠届出時に受診について今後も
積極的に指導する必要があると考え
る。

妊娠届出時に該当期間内の受診につ
いて積極的に指導する。

保健福祉部

特定不妊治療を受けている方への助成実績（延べ
人数）

妊婦健康診査受診率

H27年度
実績値

H28年度
実績値

H29年度
実績値

H30年度
実績値

R1年度
実績値

R1年度
目標値

現状値（H26）

達成状況

担当部

結婚祝金交付件数

いちのせき結婚活動サポートセンターの会員登録数

№ 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 目標年度 目標値

担当部№ 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 目標年度 目標値
R1年度
目標値

現状値（H26） H27年度
実績値

H28年度
実績値

H29年度
実績値

H30年度
実績値

R1年度
実績値

1.48 1.40

合計特殊出生率の平成30年実績は、前年から0.4ポイント上
昇し、平成29年実績は全国、県の合計特殊出生率ともに下
回っていたが、平成30年で上回った。
しかし、出生数は平成29年に比べ、平成30年は15人減少し
ている。出産した母の年齢を比較したところ、平成29年に比
べ平成30年は20代前半での出産が減り、20代後半での出産
が増えている。

達成状況

出生率を15年かけて1.8まで向上させるも
のとし、５年間で約３割達成する。

R2 1.66 1.58 1.55 1.43

担当部

1.44

指標 目標値設定 目標年度 目標値 現状値
H27年度
実績値

H28年度
実績値

数値目標 達成状況

H29年度
実績値

H30年度
実績値

R1年度
実績値

R1年度実績値に対する評価

達成度 Ａ 100％以上

Ｂ 180％以上

Ｃ 150％以上

Ｄ 100％以上

Ｅ 100％未満

達成度 Ａ 100％以上

Ｂ 180％以上

Ｃ 150％以上

Ｄ 100％以上

Ｅ 100％未満

5



Ⅱ-②-１　子育て支援の充実

【主な取り組み】 　▼子育てに係る経済的支援

　▼子育て相談、支援環境の充実

　▼保育の充実（延長保育、病後児保育など）

達成率 達成度 R1年度実績値に対する評価
※未確定のものはH30年度実績に対する評価

第1期総合戦略期間の取組に対する評
価

今後の取組

25 R2 0 人 0 人 43 人 34 人 51 人 0 人 0 人 0 人 Ａ
令和2年度においても、4月1日時点の
待機児童数は0人となり目標を達成して
いる。

保育ニーズに的確に対応し、教育・保
育施設、地域型保育事業の確保に努
め、平成29年度から3年連続で4月1日
時点の待機児童ゼロを達成するなど待
機児童の解消に努めた。

保育ニーズを勘案しながら、引き続き保
育士等の確保に努め、年度途中の待
機児童の抑制に努める。

保健福祉部

26 R2 840 件/年 840 件/年 168 件/年 790 件/年 763 件/年 993 件/年 825 件/年 885 件/年 106.7% Ａ
子育て支援センターが開設5年目とな
り、相談機関として認知されてきたこと
により目標達成となった。

土曜日開催事業及び新規事業を創設
したこと、子育て支援センターで相談が
できることが認識され目標達成となっ
た。

関係機関と連携し、引き続きアドバイス
をするなど市民に寄り添った相談事業
に取り組む。

保健福祉部

※現状値から減少（低下）することを目指す指標

Ⅱ-②-２　教育環境の充実

【主な取り組み】 　▼教育に係る経済的支援

　▼ＩＣＴ（情報通信技術）の活用等による新たな学びの推進

　▼緊急時の連絡体制の整備

　▼高等教育機関等の充実

達成率 達成度 R1年度実績値に対する評価
※未確定のものはH30年度実績に対する評価

第1期総合戦略期間の取組に対する評
価

今後の取組

27 R2 86.0 ％ 69.0 ％ 64.7 ％ 66.7 ％ 54.5 ％ 66.7 ％ 85.7 ％ 89.3 ％ 572.1% Ａ

27 R2 63.0 ％ 58.0 ％ 50.0 ％ 52.9 ％ 35.3 ％ 70.6 ％ 62.5 ％ 75.0 ％ 312.5% Ａ

28 R2 99.0 ％ 98.5 ％ 96.0 ％ 97.2 ％ 97.5 ％ 98.0 ％ 95.9 ％ 96.3 ％ 11.6% Ｄ

Ｈ27～Ｈ29の実績値は、全54校・園のう
ち集計可能な８校分の数値であった。
Ｈ30は、全54校・園の集計が可能となっ
た。
このことから、Ｈ29とＨ30の実績値を直
接比較することができないが、登録率が
下がった要因としては、Ｈ27～Ｈ29まで
の８校は、登録率が高く、Ｈ30から集計
に加えた46校・園の登録率は、前述の８
校に比べて低かったものと考えられる。

登録率97％程度を維持していることか
ら、利用が定着し、一家庭で複数の家
族が登録するようにもなり、緊急情報伝
達手段の確立が図られたと評価してい
る。

令和２年度から新システムへの移行が
決定していることから、利用方法などの
周知徹底を図り、前システム同様に受
信可能な通信機器を保有している家庭
には引き続き登録を促していく。

教育部

Ⅱ-②-３　就労環境の整備

【主な取り組み】 　▼仕事と子育ての両立支援

　▼出産、子育てに関する男性の意識啓発

達成率 達成度 R1年度実績値に対する評価
※未確定のものはH30年度実績に対する評価

第1期総合戦略期間の取組に対する評
価

今後の取組

29 R2 91 人 87 人 67 人 69 人 73 人 77 人 75 人 76 人 45.0% Ｄ

新たにサポーター１名が増え、Ｒ元
年度は76人となったが、サポーター
希望者があまり増えず、目標の87人
には届いていない。

サポーターの認定者数は、Ｈ26現状
値67人と比較すると、10人増の76人
となり、目標値87人は届かなかった
が、男女共同参画の活動が促進さて
いる。

男女共同参画サポーターによる任意
団体の設立を支援するとともに、サ
ポーターの活動に理解を深めていた
だき、サポーター希望者を増やす。

まちづくり
推進部

男女共同参画サポーター認定者数

情報通信技術を活用して学習指導を行った学校の
割合(中学校)

学校緊急情報相互連絡システム登録率

№ 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 目標年度 目標値
R1年度
目標値

現状値（H26）

情報通信技術を活用して学習指導を行った学校の
割合(小学校)

市で整備しているデジタルコンテンツ
（デジタル教科書等）が児童生徒の課
題把握や思考の整理に有効なツール
であることが教師に理解されてきてい
る。小学校においては、外国語活動に
おいて、デジタルコンテンツ活用に有
用感があり、必然的に高い数値に帰結
している。
また、小学校・中学校とも、教科書等の
多くに、授業支援ソフトが付随されてお
り、それらを積極的に活用することが、
実績値の増加につながっていると考え
られる。

・教育研究所ＩＣＴ部会による、効果的
な活用方法についての研究および実
践例の紹介
・デジタルコンテンツのニーズの把握と
整備
・ハード面の計画的な整備
・デジタル教材のインストールに係る情
報提供
・オンライン授業を見越した、各家庭の
情報環境実態調査

教育部

達成状況

担当部H27年度
実績値

H28年度
実績値

H29年度
実績値

H30年度
実績値

R1年度
実績値

R1年度
目標値

現状値（H26）

達成状況

担当部

H30年度
実績値

R1年度
実績値

待機児童数 ※

子育て相談件数

№ 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 目標年度 目標値

H27年度
実績値

H28年度
実績値

H29年度
実績値

H30年度
実績値

R1年度
実績値

R1年度
目標値

現状値（H26）

達成状況

担当部

H27年度
実績値

H28年度
実績値

H29年度
実績値

№ 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 目標年度 目標値

通信技術の急速な進化により、年単位
におけるICTの浸透していくスピードが
急加速している中、過去5年間の中で、
教育現場におけるICT環境も劇的に変
化を遂げている。特にも、様々なデジタ
ルデバイスの教育現場への普及は、教
員のICT活用を促進している。また、そ
の活用をとおして、児童生徒の学習内
容理解や、学力向上につながることを
教師自身が実感することで、学習指導
の充実が図られるなど、相乗的な効果
を生んでいる。

達成度 Ａ 100％以上

Ｂ 180％以上

Ｃ 150％以上

Ｄ 100％以上

Ｅ 100％未満
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基本目標Ⅲ

心豊かに安心して暮らせる、住みたい、住んでよかったまちを目指します

第1期総合戦略期間の取組に対する評
価

今後の取組

15.7 ％

25.8 ％ 26.1 ％ 25.3 ％ 27.0 ％ 27.8 ％ 29.7 ％

※現状値から減少（低下）することを目指す指標

Ⅲ-①-１　医療、福祉、介護体制の充実

【主な取り組み】 　▼医療介護人材の育成、確保

　▼地域医療機関の充実

　▼夜間、緊急医療体制の充実

達成率 達成度 R1年度実績値に対する評価
※未確定のものはH30年度実績に対する評価

第1期総合戦略期間の取組に対する評
価

今後の取組

30 R2 8 人 7 人 2 人 3 人 4 人 5 人 5 人 5 人 60.0% Ｃ
様々に周知、啓発に取り組んできたが、
応募者がなかった。

平成30年度と令和元年度の２か年度連
続で「応募者なし」となっており、制度そ
のものの見直しが必要であると思われ
る。
岩手県でも同制度の運用が進められて
いるが、義務履行先の選択肢が多い県
の医師修学資金貸付制度を希望する
学生が多い。

高等学校や附属中学校に加え、市外
の高等学校に対する一層のアプローチ
など、周知の機会を増やし、修学生の
確保に努める。

保健福祉部

31 R2 135 人 115 人 15 人 30 人 49 人 68 人 98 人 122 人 107.0% Ａ
講座開催会場を見直しや定員数の拡
大により受講者の増加につながった。

多様な介護ニーズに合わせた人材の
育成を支援し、介護のすそ野の拡大が
図られた。

人材確保、育成に向けた取り組みを推
進するため、講座内容等の充実と効果
的な周知により、参加者数の拡大を目
指す。

保健福祉部

32 R2 80 人 100 人 - 17 人 27 人 44 人 57 人 67 人 67.0% Ｃ

事業所へ制度の周知を図り、介護職員
初任者研修受講者への補助を行い、
介護技術の向上、介護人材の確保が
図られた。

多様な介護ニーズに合わせた人材の
育成を支援し、介護のすそ野の拡大が
図られた。

必要に応じ制度の見直しを図っていく。 保健福祉部

33 R2 80 人 80 人 - - 人 46 人 78 人 113 人 134 人 167.5% Ａ
事業所へ制度の周知を図り、実務者研
修への補助を行い、介護技術の向上、
介護人材の確保が図られた。

介護職員のスキルアップや資格取得支
援、就労・定着支援を行い、一定の効
果が得られた。

必要に応じ制度の見直しを図っていく。 保健福祉部

№ 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 目標年度 目標値
R1年度
目標値

現状値（H26）

医師修学資金貸付利用者数

介護担い手育成講座受講者数（累計）

介護職員初任者研修奨励金交付者数（累計）

実務者研修奨励金交付者数（累計）

達成状況

担当部H27年度
実績値

H28年度
実績値

H29年度
実績値

H30年度
実績値

R1年度
実績値

一関保健事業実施計画における目標値を
達成し、維持する。

R2 22.0 ％

特定健診の未受診者への受診勧奨通知の送付や追加健診
の実施により、健診受診率の向上は図られた。また、平成30
年度と比較すると、特定保健指導の実施率も向上したが、目
標を達成することはできなかった。特定保健指導該当者の中
には、特定保健指導を利用せず、自分なりに生活習慣の改
善に取り組みたいという人もいる。そのような方へ、取組の役
立つような資料や情報の提供を検討したい。

（H26年度末）

今後は、これまでの取組に加えて、レセ
プト情報を活用し保健指導を行うなど、
ハイリスク者への保健指導を行う体制を
整えていく。

保健福祉部

メタボリックシンドローム予備群について
は、40歳から59歳が多かったことから、
引き続き、特定健診の受診勧奨を行うと
ともに働き盛り世代が参加しやすいよう
な特定保健指導の実施方法を検討し
実施していく。

保健福祉部

（H25年度末） （H26年度末）

65歳以上の人口に占め
る要介護認定者（要介
護１～５）の割合 ※

要介護度の低い要介護１及び２の認定者
の割合を減らすことにより、全体の割合を
減らす

R2 15.3 ％ 15.8

（Ｈ30年度末）

数値目標 達成状況

％ 17.3 ％

要介護１及び２は、平成30年と比べると1.2ポイント増加してい
るが、要支援1及び2は0.4ポイント減少した。高齢者が週１
回、集会所等に集まって「いきいき百歳体操」などを行う住民
主体の介護予防活動「週イチ倶楽部」を引き続き実施してい
くことで、要支援者が要介護になることを予防し、ひいては要
介護者の減少が期待できる。

％ 16.3 ％ 16.8 ％ 16.9

（H27年度末） （Ｈ28年度末） （Ｈ29年度末）
メタボリックシンドローム
該当者及び予備群該当
者の割合 ※

担当部H29年度
実績値

H30年度
実績値

R1年度
実績値

R1年度実績値に対する評価現状値
H27年度
実績値

H28年度
実績値

指標 目標値設定 目標年度 目標値

週イチ倶楽部応援事業等を実施し、住
民主体の介護予防活動の取組を推進
した。その結果、要介護認定者の割合
の減少には至らなかったが、要支援１・
２の増加が抑制され、取組の一定の効
果があったと考えられる。

特定保健指導の該当者を把握するた
めに、特定健診の受診が必要であるこ
とから、特定健診の受診勧奨に取り組
み、受診率は毎年増加した。
受診者の65%以上が65歳から74歳を占
めており、その年代はメタボリックシンド
ロームの多い年齢となっているため、メ
タボリックシンドローム該当者・予備群
の割合も増加したと考えられる。

達成度 Ａ 100％以上

Ｂ 180％以上

Ｃ 150％以上

Ｄ 100％以上

Ｅ 100％未満
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Ⅲ-①-２　地域生活の支援

【主な取り組み】 　▼地域包括ケアシステムの構築

　▼生活交通の維持確保

達成率 達成度 R1年度実績値に対する評価
※未確定のものはH30年度実績に対する評価

第1期総合戦略期間の取組に対する評
価

今後の取組

34 R2 9 （か所） 9 （か所） 6 （か所） 6 （か所） 6 （か所） 6 （か所） 6 （か所） 6 （か所） 0.0% Ｄ

受託者となる委託先法人等の目途が立
たず、当初方針である日常生活圏域毎
の設置は困難であると判断し、平成29
年度から方針を変更。設置数はそのま
まにし、センター機能の強化を図るた
め、人員配置を増やすこととしてた。令
和１年度１人増員を行った。

第７期介護保険事業計画（H30～Ｒ2）
においては、設置計画数は６か所とし、
圏域内の高齢者人口に応じて適切に
職員を配置するための人材確保と、機
能拡充を図ることとしており、３人の増員
を計画した。令和１年度に１人、令和２
年度も２人増員を行い目標を達成した。

主任介護支援専門員、保健師、社会福
祉士の３職種の人材の確保を図り、第８
期介護保険事業計画（R３～Ｒ５）にお
いても適正な人員配置を行う。

広域行政
組合

35 R2 65 事業所 50 事業所 - 事業所 32 事業所 35 事業所 36 事業所 55 事業所 51 事業所 102.0% Ａ

登録事業所の現状を確認し、廃止事業
所の加除を行った。そのため事業所の
廃止や廃業により４事業所の減となっ
た。

企業訪問、文書通知など積極的な広報
活動を行い、企業の理解を得て、新規
事業者の参画が図られた。

広報いちのせきを活用し、協力事業所
の募集を行い、協力事業所の増を目際
し、幅広い見守りネットワークの構築を
推進する。

保健福祉部

36 R2 195 千人 195 千人 186 千人 183 千人 170 千人 161 千人 155 千人 136 千人 -555.6% Ｅ

デマンド型乗合タクシーの新規導入や
市営バスのダイヤ改正等を行ったが、
沿線の人口減少や新型コロナウイルス
感染症の影響などにより利用者が減少
した。

県交通の路線バス廃止に伴う市営バス
運行、デマンド型乗合タクシーの導入
などを行ったほか、地域住民との懇談
により公共交通利用の意識醸成に努め
たが、利用者の増加にはつながらな
かった。

一関市地域公共交通網形成計画（R1
～R5）に基づき、デマンド型乗合タク
シーの導入やダイヤの見直し等、地域
の実情に応じた地域公共交通ネット
ワークの再編を進めていく。

まちづくり
推進部

Ⅲ-①-３　暮らしの安全対策

【主な取り組み】 　▼災害に強いまちづくりの推進

　▼消防防災体制の拡充

　▼防犯、交通安全対策の推進

達成率 達成度 R1年度実績値に対する評価
※未確定のものはH30年度実績に対する評価

第1期総合戦略期間の取組に対する評
価

今後の取組

37 R2 120 件 115 件 90 件 97 件 97 件 100 件 102 件 103 件 52.0% Ｃ

　目標未達成の要因として、市民への
周知不足、改修工事費に対する補助
金額の割合、住宅所有者の地震被害
に対する意識・資金不足などが考えら
れる。

　目標未達成の要因として、市民への
周知不足、改修工事費に対する補助
金額の割合、住宅所有者の地震被害
に対する意識・資金不足などが考えら
れる。

　今後の取組として、これまでの市民へ
の周知に加え、特定の者（耐震診断を
実施したが、耐震改修工事を未実施で
ある物件の所有者）への通知を実施し、
目標達成を目指す。

建設部

38 R2 100.0 ％ 100.0 ％ 90.9 ％ 91.6 ％ 92.02 ％ 92.02 ％ 92.24 ％ 92.7 ％ 19.8% Ｄ

令和元年度は、自主防災組織の新規
結成が２件であった。
まだ組織化されていない行政区につい
ては、組織結成を働きかけているが、高
齢化による人材不足などの課題を抱え
ている地域であることから結成に至らな
かった。

設定した目標値には及ばなかったこと
から、引き続き、自主防災組織の結成
に消極的である行政区に対し、組織結
成をさらに働きかける必要があるが、高
齢化による人材不足などが課題であ
る。

引き続き、未結成行政区に対する組織
結成を働きかけていき、自主防災組織
に関する理解を深めてもらう取組を実
施していく。

消防本部

木造住宅耐震改修工事助成件数（累計）

自主防災組織の組織率

H27年度
実績値

H28年度
実績値

H29年度
実績値

H30年度
実績値

R1年度
実績値

目標値
R1年度
目標値

現状値（H26）

達成状況

担当部№ 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 目標年度

H27年度
実績値

H28年度
実績値

H29年度
実績値

H30年度
実績値

R1年度
実績値

現状値（H26）

達成状況

担当部

地域包括支援センターの設置数

高齢者見守りネットワーク協力事業所数

市営バスの年間利用者数

№ 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 目標年度 目標値
R1年度
目標値

達成度 Ａ 100％以上

Ｂ 180％以上

Ｃ 150％以上

Ｄ 100％以上

Ｅ 100％未満
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Ⅲ-②-１　健康づくりと介護予防の促進
【主な取り組み】 　▼健康づくりの推進

　▼介護予防の充実

達成率 達成度 R1年度実績値に対する評価
※未確定のものはH30年度実績に対する評価

第1期総合戦略期間の取組に対する評
価

今後の取組

39 R2 50.0 ％ 50.0 ％ 22.5 ％ 22.4 ％ 22.2 ％ 23.7 ％ 23.2 ％ 23.5 ％ 3.6% Ｄ

39 R2 50.0 ％ 50.0 ％ 29.2 ％ 27.7 ％ 26.6 ％ 29.1 ％ 29.2 ％ 29.4 ％ 1.0% Ｄ

39 R2 50.0 ％ 50.0 ％ 26.2 ％ 28.1 ％ 29 ％ 30.8 ％ 31.5 ％ 32.0 ％ 24.4% Ｄ

39 R2 50.0 ％ 50.0 ％ 33.1 ％ 33.1 ％ 34.4 ％ 37.6 ％ 36.2 ％ 36.1 ％ 17.8% Ｄ

39 R2 50.0 ％ 50.0 ％ 30.5 ％ 29.6 ％ 29.6 ％ 32.1 ％ 32.1 ％ 32.8 ％ 11.8% Ｄ

40 R2 147.7 人 156.0 人 180.0 人 192.3 人 163.3 人 168.7 人 176.2 人 200.2 人 -84.2% Ｅ

脳血管疾患の発症予防のためには、高
血圧症や糖尿病などの生活習慣病予
防が重要であり、生活習慣病予防の早
期発見のため、特定健診の受診率向
上に努めた。また、特定健診の結果、
要医療と判定された方には、医療機関
への受診勧奨を行っているが、未受診
の方もいる。
特定健診の結果を生活習慣病の発症
予防や重症化予防につなげるよう、レ
セプト情報も活用しながら保健指導を
行っていく必要がある。

　高血圧予防や減塩に関する健康教
育を様々な機会を捉え一般市民を対象
に実施してきた。
　また、特定健診受診者には、結果によ
り特定保健指導や受診勧奨を実施し、
生活習慣病の発症予防に努めたが、目
標値には達しなかった。

これまでの取組に加えて、レセプト情
報を活用し、脳血管疾患のハイリスク者
等に対し保健指導を行い、生活習慣病
の重症化予防を図っていく。

保健福祉部

40 R2 161.7 人 164.4 人 193.3 人 230.5 人 191.1 人 174.2 人 173.8 人 214.9 人 -74.7% Ｅ

脳血管疾患の発症予防のためには、高
血圧症や糖尿病などの生活習慣病予
防が重要であり、生活習慣病予防の早
期発見のため、特定健診の受診率向
上に努めた。また、特定健診の結果、
要医療と判定された方には、医療機関
への受診勧奨を行っているが、未受診
の方もいる。
特定健診の結果を生活習慣病の発症
予防や重症化予防につなげるよう、レ
セプト情報も活用しながら保健指導を
行っていく必要がある。

　高血圧予防や減塩に関する健康教
育を様々な機会を捉え一般市民を対象
に実施してきた。
　また、特定健診受診者には、結果によ
り特定保健指導や受診勧奨を実施し、
生活習慣病の発症予防に努めたが、目
標値には達しなかった。

これまでの取組に加えて、レセプト情
報を活用し、脳血管疾患のハイリスク者
等に対し保健指導を行い、生活習慣病
の重症化予防を図っていく。

保健福祉部

41 R2 55,000 人 54,781 人 33,711 人 35,630 人 33,991 人 38,910 人 54,253 人 50,905 人 81.6% Ｂ

平成29年度から介護予防・日常生活支
援総合事業を実施しており、実績集計
の方法が従来と変わっている。①介護
予防・生活支援サービス事業10,440
人、②一般介護予防事業23,603人、③
みなし事業（平成28年度まで介護予防
給付事業であった訪問介護予防、通所
介護予防）16,862人の①～③の合計
50,905人。住民主体による介護予防へ
の移行を目指し地域への働きかけを
行っているが、地域資源やニーズ、これ
までの介護予防の経過等、地域間で差
が発生している

平成29年度の介護予防・日常生活支
援総合事業の開始に合わせ、住民主
体による介護予防の必要性や効果等を
含めた方向性を地域へ示したことによ
り、一定程度の移行はなされた。住民
主体の介護予防へ移行するため活用し
ている「いきいき百歳体操」についても、
高齢者間で広く認識され、参加者も増
加している。ただし、取組状況について
はまだ地域間で差が生じているのが現
状であり、更なる取り組みが必要と思わ
れる。

要介護状態になることをできる限り防ぐ
ため、多様な主体によるサービス提供と
して、住民主体の介護予防や生活支援
の取組みを推進する。

保健福祉部

42 R2 150 人 80 人 - - 人 36 人 63 人 56 人 32 人 40.0% Ｄ

　令和元年度は週イチ倶楽部サポー
ター養成講座を２クール実施し32人の
サポーターを養成した。サポーターは、
高齢者が週１回集まり、いきいき百歳体
操等を実施する際のお世話役として、
住民主体の介護予防活動を支える存
在となっている。

　「いきいき百歳体操」を活用しながら、
高齢者が週１回集まって活動する週イ
チ倶楽部の取組を推進してきた。併せ
て、週イチ倶楽部サポーターを養成す
ることで、住民主体の介護予防活動に
取り組む団体が増えた。

　今後も、「いきいき百歳体操」を活用し
ながら、高齢者の通いの場づくりを推進
していく。

保健福祉部

※現状値から減少（低下）することを目指す指標

脳血管疾患による死亡率（男性：人口10万対） ※

脳血管疾患による死亡率（女性：人口10万対） ※

介護予防事業延べ参加者数

週イチ倶楽部サポーター養成者数

がん検診受診率　子宮がん検診（市実施分）

がん検診受診率　肺がん検診（市実施分）

がん検診受診率　乳がん検診（市実施分）

がん検診受診率　大腸がん検診（市実施分）

がん検診受診率　胃がん検診（市実施分）

がん検診の受診率向上のために有効と
言われている「コール・リコール（再度の
受診案内）」を実施した。その際、案内
文書を、文字数を減らし形態も一目で
わかるように、封書からハガキに変える
などの工夫を行った。その結果、目標
値には達していないものの、昨年度より
受診率は維持または若干増加した。

　がん検診の機会を可能な限り確保し、
新型コロナウイルス感染症の感染予防
に努めながら、がん検診を実施する。

保健福祉部

H29年度
実績値

H30年度
実績値

R1年度
実績値

R1年度
目標値

現状値（H26）

達成状況

担当部№ 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 目標年度 目標値 H27年度
実績値

H28年度
実績値

　国の示すがん検診受診率50％を目指
し、土日や夜間の検診、託児サービス
の実施、コールリコール（再度の案内）
を行うなど、受診しやすい環境づくりに
努めた。また、保健推進委員による検
診の周知活動などを継続的に実施し
た。
　これらの取組により、目標の受診率に
は達しなかったものの、現状値（平成２６
年受診率）より、すべてのがん検診にお
いて受診率が向上した。
　また、地域保健・健康増進報告（政府
統計）によると、当市の受診率は、全国
平均、県平均の受診率よりも高い状況
で推移している。

達成度 Ａ 100％以上

Ｂ 180％以上

Ｃ 150％以上

Ｄ 100％以上
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Ⅲ-②-２　いきいきとした生活を送るための環境づくり
【主な取り組み】 　▼文化、芸術活動の振興

　▼スポーツレクリエーション活動の推進
　▼生涯学習の推進
　▼高齢者の社会参加の支援

達成率 達成度 R1年度実績値に対する評価
※未確定のものはH30年度実績に対する評価

第1期総合戦略期間の取組に対する評
価

今後の取組

43 R2 1,250 件/年 1,200 件/年 1,115 件/年 1,170 件/年 1,145 件/年 1,193 件/年 1,246 件/年 1,160 件/年 52.9% Ｃ

一関文化センターの大ホール吊物装置
更新工事により、施設が利用できない
期間があった。また、新型コロナの影響
により年度末の利用が減少した。

文化芸術団体においては、構成員の高
齢化など、今後の活動への課題はある
が、文化センターの利用は一定数を維
持している。

若年層の利用促進に向けた取り組みを
検討する。

まちづくり
推進部

44 R2 1,000 千人/年 1,000 千人/年 925 千人/年 901 千人/年 888 千人/年 860 千人/年 859 千人/年 754 千人/年 -228.0% Ｅ

人口減少や台風の影響によるイベント
の中止、さらに新型コロナウイルス感染
症の拡大防止のための利用制限等に
より、利用者数が減少している。
社会体育施設の再開に向けた感染拡
大予防ガイドラインなどを踏まえ、市民
が安心して気軽にスポーツに親しむ環
境整備に努める必要がある。

　施設の環境整備に努め、利便性の向
上を図った。
　いわてスポーツコミッションの相談会
等で、合宿誘致を行い、市外の利用者
の増加を図った。
　東口体育館を整備し、スポーツ施設
の充実を図った。(R2年度供用開始)
　しかしながら、人口減少等により、
年々利用者数が減少する結果となり、
特にも令和元年度は、新型コロナウイ
ルス感染症拡大防止のための利用制
限等の要因もあり、利用者数が大きく減
少している。

　新型コロナウイルス感染症の予防対
策を徹底し、市民が安心して気軽にス
ポーツを楽しめる環境整備に努める。
　今年度実施する市民へのアンケート
調査を基に、市民のニーズを反映した
スポーツ教室等を開催し、新たな施設
利用者の増加に繋げる。
　今年度新たに(仮称)一関市スポーツ
推進計画を策定することから、それに基
づいた事業の展開を図る。

まちづくり
推進部

45 R2 310 千人/年 310 千人/年 234 千人/年 306 千人/年
※

303 千人/年 279 千人/年 273 千人/年 259 千人/年 32.9% Ｄ

社会教育団体会員の高齢化が進むとと
もに、新規会員となる年齢層の余暇に
対する多様性から会員が増えず、利用
者が増加していない。

利用者の高齢化等の課題はあるが、市
民ニーズにあった事業を実施すること
により、現状を維持している。

生涯学習に対する市民の意識を高め、
若年層の利用促進に向けた事業を検
討していく。

まちづくり
推進部

46 R2 23.0 ％ 22.0 ％ 22.0 ％ 21.4 ％ 20.6 ％ 20.0 ％ 19.0 ％ 17.8 ％ 81.0% Ｂ

シニアフェスタ等の会場で老人クラブの
周知・加入促進のためのPRを行った
が、会員の高齢化や新規加入者の減
少により加入率は低下している。

老人クラブへの加入促進を図っている
が、加齢による退会者の増加や新規加
入者が見込めないことによる解散や活
動停止などにより、会員の減少が続い
ている。

単位クラブを中心に、イベントなどの周
知や勧誘活動の推進を図り、団塊の世
代が加入するよう地域づくりを含めての
取組を行っていく。

保健福祉部

47 R2 3,423 人/年 3,223 人/年 2,223 人/年 3,482 人/年 4,879 人/年 7,056 人/年 9,424 人/年 9,615 人/年 739.2% Ａ
シニアフェスタやいきがいづくりの事業
を多く開催し、会員及び利用者の増加
に努めた。

開所当初は高齢者本人のスキルアップ
のための講座がメインだったが、徐々に
シニア世代の社会参加や社会貢献活
動へつなげるための取組みに移行して
きている。

主催事業の充実を図るとともに、施設利
用について効果的なPRに取組み、新
規利用者の増加を目指す。

保健福祉部

※H27実績値集計誤りにより303千人/年から修正

老人クラブ加入率

シニア活動プラザ利用者数

目標年度 目標値
R1年度
目標値

現状値（H26）

達成状況

担当部

文化センター利用件数

市営スポーツ施設利用者数

市民センターにおける生涯学習活動利用者数

№ 重要業績評価指標（ＫＰＩ） H27年度
実績値

H28年度
実績値

H29年度
実績値

H30年度
実績値

R1年度
実績値

達成度 Ａ 100％以上

Ｂ 180％以上

Ｃ 150％以上

Ｄ 100％以上

Ｅ 100％未満
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基本目標Ⅳ

未来へ引き継がれる、誇りと愛着が持てるまちを目指します

第1期総合戦略期間の取組に対する評
価

今後の取組

492 千人

Ⅳ-①-１　ＩＬＣを基軸としたまちづくり

【主な取り組み】 　▼ＩＬＣの普及啓発、情報発信

達成率 達成度 R1年度実績値に対する評価
※未確定のものはH30年度実績に対する評価

第1期総合戦略期間の取組に対する評
価

今後の取組

48 R2 50 回 50 回 36 回 20 回 29 回 8 回 21 回 6 回 -214.3% Ｅ

　以前からの市長による講演など、普及
啓発を行ってきたことや、ILC誘致に関
する大きな進展が見られないことが重な
り、市民からの要請が少なかった。
　また、普及啓発の一環として、サイエ
ンスカフェ（３回）や中学校および高等
学校での特別授業（中学校11校、高等
学校３校）等を実施した。

　H25年の研究者組織によるILC建設
国内候補地の決定以降、ILC実現に向
けた国内外における動きがあったもの
の、ここ数年は大きな進展が見られな
かったことから、市民や各団体からの要
請が少なかったものと推察される。
　なお、ILCの最新動向や住民の関心
事項について解説する東北ILC準備室
主催のセミナー等を平成30年度から開
催している。

　ILC実現への国内外での動きが今後
進展する見込みである。そのため、市
民からのILC実現に向けた動向やILC
建設や建設後に関する具体的事項の
説明の要請に対し、関係機関とともに
対応していく。

市長公室

Ⅳ-①-２　資源・エネルギー循環のまちづくり

【主な取り組み】 　▼再生可能エネルギーの導入促進

　▼廃棄物の発生抑制、再使用、再生利用の推進

達成率
※(　)はH30

年度

達成度
※(　)はH30

年度

R1年度実績値に対する評価
※未確定のものはH30年度実績に対する評価

第1期総合戦略期間の取組に対する評
価

今後の取組

49 R2 16.9 ％
16.8

(16.5)
％ 15.6 ％ 15.8 ％ 15.1 ％ 15.0 ％ 16.8 ％ － ％

―
(133.3%)

A

清掃センターにおいて平成30年度から
焼却灰のセメント原料化を図ったことや
紙類の回収方法を見直したことが要因
となり、リサイクル率が上昇したと考えら
れる。

平成30年度に焼却灰のセメント原料化
を図ったことや紙類の回収方法を見直
したことが要因となり、リサイクル率は上
昇したが、１人１日当たりの廃棄物排出
量は横ばいの状態が続いている。

これまでの活動を継続しながら適切な
分別について「ごみ分別アプリ」の活用
を促進する。また、令和２年度から有価
物回収の対象品目にペットボトルを追
加し、さらに生ごみ減量機器の購入補
助金を増額し、意識醸成と生ごみ処理
機の普及を図る。

市民環境部

50 R2 1,398.6 トン 529.20 トン － トン － トン － トン 144.00 トン 282.5 トン 385.0 トン 72.8% Ｃ

目標値を下回る結果となったものの、切
捨て間伐材や支障木の集材活動の継
続及び薪づくり活動の継続に向け前進
することができた。
市民により集材された未利用材が、紙
パルプ用チップ材として利用され、うち
46.14ｔは、千厩・東山小学校のチップボ
イラーの燃料として活用された。

目標値を下回っているものの、市民が
主体となり、切捨て間伐材や公共工事
等の支障木を、木質チップや薪等の地
産地消のエネルギーとして活用する流
れを構築することができ、資源・エネル
ギー循環のまちづくりを前進させること
ができた。

広く市民が個人レベルでのエネルギー
の地産地消に取組めるよう、インター
ネット等を活用し、市民が集材可能な伐
採木の情報発信を行い、市民に無償で
提供する仕組みを構築する。
併せて、公共施設に導入されたチップ
ボイラー用の木質チップの原木調達に
あたっては、一関市木材カスケード利
用協働協議会と連携し、市民集材によ
る原木調達に引続き取組んでいく。

農林部

Ⅳ-①-３　東日本大震災からの復旧復興

【主な取り組み】 　▼農林業の生産基盤の再生

達成率
※(　)はH30

年度

達成度
※(　)はH30

年度

R1年度実績値に対する評価
※未確定のものはH30年度実績に対する評価

第1期総合戦略期間の取組に対する評
価

今後の取組

51 R2 19,462 kg
9,860

（8,436）
kg 2,742 kg 6,814 kg（※） 12,502 kg 19,462 kg 20,685 kg 未確定 kg

―
(245.2%)

ー
(A)

ほだ木造成本数が増加したことにより生
産量が増えたもの。

原木導入や施設整備に対する補助の
拡充により、生産量の増加につなげるこ
とができた。

原木導入や施設整備に対する補助に
ついて生産者や関係団体への周知を
図り、栽培環境の改善や原木導入本数
の拡大を通じて生産量の増加を目指
す。

農林部

※H27速報値6,431㎏から実績値に修正

原木しいたけの年間生産量

H27年度
実績値

H28年度
実績値

H29年度
実績値

H30年度
実績値

R1年度
実績値

現状値（H26）

達成状況

担当部

リサイクル率（一般廃棄物）

№ 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 目標年度 目標値
R1年度
目標値

※（）はH30年度

H27年度
実績値

H28年度
実績値

H29年度
実績値

H30年度
実績値

R1年度
実績値

現状値（H26）

達成状況

担当部

集材活動による木質資源販売量（累計）

市民や各団体からの要請を受けて行ったＩＬＣセミ
ナーの年間開催回数

№ 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 目標年度 目標値
R1年度
目標値

※（）はH30年度

担当部№ 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 目標年度 目標値
R1年度
目標値

現状値（H26） H27年度
実績値

H28年度
実績値

H29年度
実績値

H30年度
実績値

R1年度
実績値

まちづくり
推進部

達成状況

542 千人 554 千人
地域づくり活動の拠点として利用が定着しつつあり、利用者
は増加傾向にあるが、新型コロナウイルス感染症の影響もあ
り微減となった。

地域づくりに欠かすことのできない拠点
施設として、引き続き、市民センターの
地域管理化を推進し、更なる利用人数
の増加を図る。

協働推進アクションプラン、地域協働推
進計画に基づき、市民センターの地域
管理化を推進した結果、23の市民セン
ターが指定管理者制度を導入した。地
域にとっても、地域づくり活動の拠点施
設として定着してきており、利用人数の
増加につながっている。

H28年度
実績値

H29年度
実績値

H30年度
実績値

R1年度
実績値

R1年度実績値に対する評価

市民センターの利用人
数

H26までの公民館としての利用から、H27
以降の市民センターとして５年間で10％増
加させる

R2 560 千人 539 千人 509 千人

指標 目標値設定 目標年度 目標値 現状値
H27年度
実績値

（H26年度末）
千人549

数値目標 達成状況

担当部

達成度 Ａ 100％以上

Ｂ 180％以上

Ｃ 150％以上

Ｄ 100％以上

Ｅ 100％未満
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Ⅳ-②-１　地域コミュニティ活動の活性化

【主な取り組み】 　▼協働によるまちづくりの推進

　▼コミュニティ意識の向上

　▼コミュニティ活動の充実

達成率 達成度 R1年度実績値に対する評価
※未確定のものはH30年度実績に対する評価

第1期総合戦略期間の取組に対する評
価

今後の取組

52 R2 34 団体 34 団体 18 団体 30 団体 32 団体 33 団体 33 団体 33 団体 93.8% Ｂ
市内のほとんどの市民センターの管轄
区域内で地域協働体が設立され、特色
ある地域づくり活動に取り組んでいる。

協働推進アクションプラン、地域協働推
進計画に基づき、地域協働体の設立を
支援した結果、33の地域協働体が設立
され、地域づくり活動の主体として活動
している。

今後、未設立の地域に対して継続して
支援していく。

まちづくり
推進部

53 R2 34 団体 34 団体 2 団体 15 団体 32 団体 33 団体 33 団体 33 団体 96.9% Ｂ
市内のほとんどの地域協働体で地域づ
くり計画が作成され、特色ある地域づく
り活動に取り組んでいる。

協働推進アクションプラン、地域協働推
進計画に基づき、地域づくり計画の策
定を支援し、33の地域で地域づくり計
画が策定された。

今後、地域協働体未設立の地域に対し
て継続して支援していく。

まちづくり
推進部

Ⅳ-②-２　地域間の連携

【主な取り組み】 　▼広域連携の推進

達成率 達成度 R1年度実績値に対する評価
※未確定のものはH30年度実績に対する評価

第1期総合戦略期間の取組に対する評
価

今後の取組

54 R2 32 事業 28 事業 23 事業 29 事業 29 事業 30 事業 31 事業 32 事業 180.0% Ａ

成年後見制度の普及及び利用促進を
図り、関係機関との連携ネットワークを
設立し、取り組みを進めるため、成年後
見制度利用支援事業を追加した。

ほかにも両市町で連携可能な事業を検
討し、取り組んでいきたい。

個別の自治体単位ではなく、経済圏・
生活文化圏に応じた広域で連携するこ
とで、効率的、効果的な行政サービス
等の実施を推進する。

市長公室

Ⅳ-②-３　行政機能の効率化

【主な取り組み】 　▼業務改革の推進

　▼人材育成の推進と組織体制の見直し

達成率 達成度 R1年度実績値に対する評価
※未確定のものはH30年度実績に対する評価

第1期総合戦略期間の取組に対する評
価

今後の取組

55 R2 1,593 百万円 1,036 百万円 - 1,680 百万円 227 百万円 522 百万円 871 百万円 969 百万円 93.5% Ｂ

民間委託の効果の計画額の見込みが
不十分であったことや、宅地分譲地等
の売却が計画どおり進まなかったことな
どにより、67百万円を下回る効果額と
なったが、指定管理者制度の活用をは
じめ全体的に着実な取組を行うことによ
り、９割を超える達成率となった。

Ｒ１年度の財政効果額は、計画額を下
回っているが、集中改革プランの全体
の取組としては、「完了」「順調」が８割
弱で、概ね順調に推移している。

設定した目標値に及ばなかったことか
ら、最終年度である令和２年度にはより
積極的かつ着実に行政改革に取り組
む。また、現在の指標が分かりにくいこ
とから、次期大綱等については、定量
的な指標の設定が課題である。

総務部行財政改革による財政効果額

H27年度
実績値

H28年度
実績値

H29年度
実績値

H30年度
実績値

R1年度
実績値

現状値（H26）

達成状況

担当部

広域連携事業数（定住自立圏共生ビジョン掲載事
業）

№ 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 目標年度 目標値
R1年度
目標値

H27年度
実績値

H28年度
実績値

H29年度
実績値

H30年度
実績値

R1年度
実績値

R1年度
目標値

現状値（H26）

達成状況

担当部

地域協働体設立数（市登録数）

地域づくり計画を策定した地域協働体数

№ 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 目標年度 目標値

H27年度
実績値

H28年度
実績値

H29年度
実績値

H30年度
実績値

R1年度
実績値

現状値（H26）

達成状況

担当部№ 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 目標年度 目標値
R1年度
目標値

達成度 Ａ 100％以上

Ｂ 180％以上

Ｃ 150％以上

Ｄ 100％以上
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はじめに 

我が国の人口は平成 20 年（2008 年）をピークとして減少局面に入っており、団塊世代の高齢化

に伴い高齢化率は上昇傾向にあります。

また、合計特殊出生率は、平成 17 年（2005 年）に 1.26 と過去最低値となった後に若干回傾向

にはありますが、依然として低い値となっており、少子化も大きな問題となっています。 

このような中、平成 26 年（2014 年）11 月に、人口の減少に歯止めをかけ、それぞれの地域で

住みよい環境を確保し、将来にわたり活力ある日本社会を維持していくことを目的に、「まち・ひと・

しごと創生法」が制定されました。 

国では、法律の制定に伴い、まち・ひと・しごと創生本部を設置し、平成 26 年（2014 年）12

月には「まち・ひと・しごと創生総合戦略（以下、「総合戦略」という。）」が、令和元年 12 月には

改訂された「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」が閣議決定されているところです。 

本市においても、少子高齢化及び人口減少等の進行により、地域の活力の低下など多方面に大きな

影響が及ぶことが予想されており、本市が活力を維持していくためには、これらの課題に正面から向

き合い、まちづくりを進めていく必要があります。

この「一関市人口ビジョン」は、国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」及び「岩手県人口

ビジョン」の改訂に合わせ、あらためて本市の人口の現状分析を行い、人口に関する市民の認識を共

有し、今後目指すべき将来の方向と人口の将来展望を示すものとして策定するものです。また、本市

の「まち・ひと・しごと創生」に係る施策を企画立案する上での重要な基礎資料として位置付けるも

のです。 

【留意事項】 

１ 市の人口等は、特別な表示、注釈のない限り平成 23 年 9 月 26 日の合併後の「一関市」を

区域としたものとしています。 

２ 人口の単位は全て「人」のため、特に必要と思われるもの以外は表記を省略しています。

３ 合計項目の計数と各構成項目の計数の合計値が一致しない揚合があります。
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１ 人口の現状分析 

（１）人口動向分析 

① 人口の推移 

■国勢調査における総人口、年齢３区分別人口の推移 

資料：総務省「国勢調査」

資料：総務省「国勢調査」

170,527 
174,342 

168,768 

159,818 

150,366 147,933 147,465 146,065 144,896 143,974 140,825 
135,722 

127,642 
121,583 

63,219 62,981 
58,665 

48,876 

38,811 
34,196 31,851 30,063 

26,894 

23,337 20,286 17,951 15,840 13,750 

98,423 101,295 98,870 98,585 97,768 98,160 97,484 95,032 92,791 89,757 
84,860 

79,283 
72,936 

67,024 

8,868 10,054 11,233 12,357 13,787 15,568 18,101 20,970 

25,211 

30,880 
35,564 38,022 38,622 40,468 

0

20,000

40,000
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80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

S25 S30 S35 S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27

総人口・年齢３区分別人口の推移

総数 年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

21.6%

20.6%

18.6%

16.2%

14.4%

13.2%

12.4%

11.3%

66.1%

65.1%

64.0%

62.3%

60.3%

58.4%

57.1%

55.3%

12.3%

14.4%

17.4%

21.4%

25.3%

28.0%

30.3%

33.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

S55

S60

H2

H7

H12

H17

H22

H27

年齢３区分人口の割合の推移

年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）
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■近年の総人口、年齢３区分別人口の推移 

資料：岩手県「岩手県人口移動報告年報」

資料：岩手県「岩手県人口移動報告年報」

・総人口は、昭和 30 年（1955 年）にピークを迎えた後、減少が続いています。 

・年齢３区分別にみると、生産年齢人口及び年少人口が減少する一方で、老年人口は増加傾向にあり

ます。 

・老年人口は平成７年（1995 年）に年少人口を上回りました。 

・生産年齢人口は、平成 27 年から令和元年までの間に、5,599 人が減少しています。 

120,135 119,721 117,978 116,138 114,136 

13,850 13,374 12,973 12,552 12,054 

66,030 65,372 63,671 62,072 60,431 

40,255 40,975 41,334 41,514 41,651 

0
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100,000

120,000

140,000

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

H27 H28 H29 H30 R1

近年の総人口、年齢３区分別人口の推移

総人口 年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

11.5%

11.2%

11.0%

10.8%

10.6%

55.0%

54.6%

54.0%

53.4%

52.9%

33.5%

34.2%

35.0%

35.7%

36.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H27

H28

H29

H30

R1

近年の年齢３区分人口の割合の推移

年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

総人口は減少傾向。平成７年（1995 年）には老年人口が年少人口を上回る 
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② 人口構造、人口動態 

■一関市の人口構造 

資料：一関市「住民基本台帳」
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■一関市、岩手県、全国の人口構造の比較（人口に占める各年齢層の構成比） 

資料：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」（H31） 

・令和元年時点で、最も人口の多い年代は、60 代となっています。 

・高齢者の割合は高く、特に 80 歳以上の女性の割合は全国に比べて高くなっています。

・生産年齢人口では、20 代が最も少ない年代となっています。 

・20 歳未満では、年齢が低いほど、人口が少ない状況となっています。 

20.0% 15.0% 10.0% 5.0% 0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0%
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5～9歳

10～14歳
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55～59歳
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80歳以上

一関市 （R1）

一関市 男 一関市 女
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③ 地域別の人口推移、人口構造、人口動態 

一関地域 

■一関地域の人口構造、人口動態

資料：一関市「住民基本台帳」 資料：総務省「国勢調査」

資料：一関市「住民基本台帳」

・地域別では、一関地域のみ、総人口及び生産年齢人口が平成 7 年まで増加しています。 

・生産年齢人口のうち、男性は 23 歳、女性は 25 歳が最も少なくなっています。 

・年齢ごとの変化率をみると、男女ともに 10 代後半から 20 代前半で減少傾向にあります。
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花泉地域 

■花泉地域の人口構造、人口動態

資料：一関市「住民基本台帳」 資料：総務省「国勢調査」

資料：一関市「住民基本台帳」

・生産年齢人口のうち、男性は 31 歳、女性は 29 歳が最も少なくなっています。 

・年齢ごとの変化率をみると、男女ともに 10 代後半から 20 代後半で減少傾向にあります。
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大東地域 

■大東地域の人口構造、人口動態

資料：一関市「住民基本台帳」 資料：総務省「国勢調査」

資料：一関市「住民基本台帳」

・生産年齢人口のうち、男性は 29 歳、女性は 24 歳、25 歳が最も少なくなっています。 

・年齢ごとの変化率をみると、男性は 10 代後半から 20 代前半、女性は 10 代後半から 20 代後半で

減少傾向にあります。
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男性は 10 代後半から 20 代前半、女性は 10 代後半から 20 代後半で減少傾向 
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千厩地域 

■千厩地域の人口構造、人口動態

資料：一関市「住民基本台帳」 資料：総務省「国勢調査」 

資料：一関市「住民基本台帳」 

・生産年齢人口のうち、男性は 26 歳、女性は 22 歳が最も少なくなっています。 

・年齢ごとの変化率をみると、男女ともに 10 代後半から 20 代前半で減少傾向にあります。 
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男 女

男女ともに 10 代後半から 20 代前半で減少傾向 
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東山地域 

■東山地域の人口構造、人口動態

資料：一関市「住民基本台帳」 資料：総務省「国勢調査」 

資料：一関市「住民基本台帳」 

・生産年齢人口のうち、男性は 28 歳、女性は 33 歳が最も少なくなっています。

・年齢ごとの変化率をみると、男女ともに 10 代後半から 20 代前半で減少傾向にあります。
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室根地域 

■室根地域の人口構造、人口動態

資料：一関市「住民基本台帳」 資料：総務省「国勢調査」 

資料：一関市「住民基本台帳」

・生産年齢人口のうち、男性は 26 歳、女性は 24 歳、27 歳が最も少なくなっています。

・年齢ごとの変化率をみると、男女ともに 10 代後半から 20 代前半で減少傾向にあります。
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川崎地域 

■川崎地域の人口構造、人口動態

資料：一関市「住民基本台帳」 資料：総務省「国勢調査」 

資料：一関市「住民基本台帳」 

・生産年齢人口のうち、男性は 27 歳、女性は 20 歳が最も少なくなっています。

・年齢ごとの変化率をみると、男性は 10 代後半から 20 代後半、女性は 10 代後半から 20 代前半で

減少傾向にあります。
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藤沢地域 

■藤沢地域の人口構造、人口動態

資料：一関市「住民基本台帳」 資料：総務省「国勢調査」

資料：一関市「住民基本台帳」

・生産年齢人口のうち、男性は 23 歳、30 歳、女性は 25 歳が最も少なくなっています。

・年齢ごとの変化率をみると、男性は 10 代後半から 20 代前半、女性は 10 代後半から 20 代後半で

減少傾向にあります。
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藤沢地域 人口変化率 （Ｈ27～R1の平均）
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男性は 10 代後半から 20 代前半、女性は 10 代後半から 20 代後半で減少傾向
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④ 自然増減と社会増減 

■自然増減と社会増減の推移 

資料：岩手県「岩手県人口移動報告年報」 

資料：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」

・死亡数が出生数を上回る自然減と、転出数が転入数を上回る社会減が続いています。 

・近年の人口減少は、社会減に比べ、自然減の影響が大きくなっています。 
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⑤ 自然増減 

■出生数と死亡数の推移 

資料：岩手県「岩手県人口移動報告年報」

資料：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」

・出生数は減少傾向にあり、令和元年（2019 年）の出生数は昭和 56 年（1981 年）の３割程度と

なっています。 

・死亡数は増加傾向にありましたが、平成 23 年（2011 年）をピークとして、以降は横ばいとなって

います。
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■出生数 

資料：岩手県「岩手県保健福祉年報」 

・出生数は減少傾向で推移しており、平成 30 年（2018 年）の出生数は平成 21 年（2009 年）の

出生数から約 250 人の減少となっています。 

■婚姻率 

資料：岩手県「岩手県保健福祉年報」

・婚姻率は、全国や岩手県と比較して低い水準で推移しています。

875 
916 

836 817 799 754 
709 698 

644 629 

500

600

700

800

900

1,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

出生数の推移

一関市

4.1 
3.9 

3.5 3.5 
3.3 

3.6 3.7 

3.2 3.1 3.1 

4.4 4.3 
4.1 

4.3 4.2 4.3 
4.1 

3.8 3.8 
3.6 

5.6 5.5 
5.2 5.3 5.3 

5.1 5.1 5.0 4.9 
4.7 

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

婚姻率(人口千対)の推移の比較

一関市 岩手県 全国

婚姻率は全国や県を下回る 

出生数は減少傾向で推移 



17 

■婚姻の平均年齢 

資料：岩手県「岩手県保健福祉年報」

・婚姻の平均年齢（夫婦とも初婚）は夫、妻ともに上昇傾向で推移しています。
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■出生率

資料：岩手県「人口動態統計データ」

資料：岩手県「岩手県保健福祉年報」（全国値は岩手県「人口動態統計データ」） 

・合計特殊出生率は、かつては全国や岩手県と比較して高い水準を保っていましたが、近年では同水準

となっています。

・年代別の出生率をみると、20～24 歳、25～29 歳の出生率が低下する一方で、30 歳～34 歳の出

生率が高くなっています。  
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■女性人口 

資料：総務省「国勢調査」

資料：岩手県「岩手県人口移動報告年報」

・15 歳～49 歳の女性人口は減少傾向にあり、特に 25 歳～29 歳、30 歳～34 歳で著しく減少して

います。  
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■母の年齢 

資料：岩手県「岩手県保健福祉年報」

・出産時の母の年齢の割合の推移をみると、20 歳～24 歳、25 歳～29 歳が減少傾向、35 歳～39

歳、40 歳～44 歳が増加傾向にあり、出産時の年齢が高まっています。 
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⑥ 社会増減 

■転出数、転入数の推移 

資料：岩手県「岩手県人口移動報告年報」

資料：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」

・昭和 56 年（1981 年）以降では、転出、転入とも減少傾向にありますが、平成 23 年（2011 年）

を除く全ての年で転出超過となっています。 

・平成 19 年（2007 年）以降、転出超過数は若干減少して推移しています。
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■転出者、転入者の年齢構造

資料：一関市「住民基本台帳」

・男女ともに 10 代後半から 20 代後半までの転出が多くなっています。 

・男性は 19 歳、女性は 21 歳で最も転出が多くなっています。
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資料：一関市「住民基本台帳」 

・男女ともに 20 代前半から 30 代前半までの転入が多くなっています。 

・男女ともに 23 歳で最も転入が多くなっています。
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■転出、転入の状況（H30：都道府県別） 

    転出先都道府県 転入前都道府県 差 

総計（全都道府県） 2,929 (100.0%) 2,457 (100.0%) ▲ 472 

うち岩手県 1,011 (34.5%) 962 (39.2%) ▲ 49 

うち宮城県 693 (23.7%) 546 (22.2%) ▲ 147 

うち東京圏  614 (21.0%) 432 (17.6%) ▲ 182 

  東京都 258 (8.8%) 181 (7.4%) ▲ 77 

  埼玉県 145 (5.0%) 82 (3.3%) ▲ 63 

  千葉県 62 (2.1%) 74 (3.0%) 12 

  神奈川県 149 (5.1%) 95 (3.9%) ▲ 54 

（うち男）     （うち女） 

    転出先 転入前 差 

総計（全都道府県） 1,491 1,271 ▲ 220 

うち岩手県 551 461 ▲ 90 

うち宮城県 329 270 ▲ 59 

うち東京圏 301 243 ▲ 58 

  東京都 114 95 ▲ 19 

  埼玉県 74 48 ▲ 26 

  千葉県 28 42 14 

  神奈川県 85 58 ▲ 27 

資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」 

・転出数、転入数に占める都道府県別の割合は、県内が最も大きく、次いで、宮城県や東京圏（東京都、

埼玉県、千葉県、神奈川県の合計）が大きくなっています。 

・転出超過を男女別にみると、男性では県内が最も多く、女性では宮城県、東京圏が大きくなっていま

す。 

    転出先 転入前 差 

総計（全都道府県） 1,438 1,186 ▲ 252 

うち岩手県 460 501 41 

うち宮城県 364 276 ▲ 88 

うち東京圏 313 189 ▲ 124 

  東京都 144 86 ▲ 58 

  埼玉県 71 34 ▲ 37 

  千葉県 34 32 ▲ 2 

  神奈川県 64 37 ▲ 27 

男性では県内に、女性では宮城県、東京圏に対する転出超過が大きい 
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■転出、転入の状況（H30：市区町村別） 

  転出先市町村 転入前市町村 差 

東京圏 614 432 ▲ 182 

仙台市 352 217 ▲ 135 

盛岡市 301 251 ▲ 50 

花巻市 63 55 ▲ 8 

北上市 93 66 ▲ 27 

奥州市 190 200 10 

気仙沼市 57 90 33 

登米市 44 36 ▲ 8 

栗原市 68 70 2 

（うち 10代男）    （うち 10代女） 

（うち 20代男）    （うち 20代女） 
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（うち 30代男）    （うち 30代女）

資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」 

・市区町村別では、転出超過が東京圏（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県の各市町村の合計）や仙台

市で大きく、県内では盛岡市や北上市で大きくなっています。 

・男女ともに東京圏や仙台市への転出が多くなっていますが、10 代、20 代における東京圏、仙台市

への転出は、男性に比べ女性のほうが多くなっています。 

・30 代では 10 代、20 代に比べ、東京圏、仙台市への転出超過は少なくなっています。 
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10 代、20 代で東京圏、仙台市への転出超過が多い 
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■市内転居の状況（H30） 

資料：一関市「住民基本台帳」
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転居前と転居先の地域 

      転居先 

転居前       
一関 花泉 大東 千厩 東山 室根 川崎 藤沢 計 

一関地域 1,757 67 25 31 34 3 25 12 1,954 

花泉地域 78 242 0 0 2 1 0 8 331 

大東地域 49 3 153 16 26 1 3 2 253 

千厩地域 88 4 16 198 3 10 15 7 341 

東山地域 57 2 3 4 74 4 4 7 155 

室根地域 24 1 4 26 0 48 0 1 104 

川崎地域 28 1 1 7 1 1 20 1 60 

藤沢地域 32 3 3 14 2 1 6 94 155 

計 2,113 323 205 296 142 69 73 132 3,353 

資料：一関市「住民基本台帳」 

・市内転居を年齢別にみると、20 代前半から 40 代前半の子育て世代と 6 歳未満の子どもが多くなっ

ています。 

・市内転居では、一関地域への転居が最も多くなっています。 

・地域ごとに転居先をみた場合、同一地域内と一関地域への転居が多くなっています。 

市内転居は一関地域への転居が多く、子育て世代に多い 
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■人口の流入・流出状況（通勤・通学） 

常住地による人口 従業地・通学地による人口 昼夜間 

総数 121,583  121,401  

99.9% 男 58,804  58,372  

女 62,779  63,029  

流出人口 流入人口 

総数 通勤 通学 総数 通勤 通学 

総数 7,879 7,143 736 7,697 6,465 1,232 

うち男 5,372 5,030 342 4,940 4,218 722 

うち女 2,507 2,113 394 2,757 2,247 510 

流出人口 流入人口 

総数 通勤 通学 総数 通勤 通学 

県内   4,181 3,881 300 5,112 4,131 981 

うち男 2,926 2,769 157 3,156 2,588 568 

うち女 1,255 1,112 143 1,956 1,543 413 

県外   3,698 3,262 436 2,585 2,334 251 

うち男 2,446 2,261 185 1,784 1,630 154 

うち女 1,252 1,001 251 801 704 97 

岩手県 

盛岡市 393 276 117 322 269 53 

花巻市 112 80 32 198 133 65 

北上市 327 288 39 312 185 127 

陸前高田市 119 116 3 66 60 6 

奥州市 1,888 1,815 73 2,227 1,808 419 

金ケ崎町 165 165 0 122 81 41 

平泉町 964 961 3 1,605 1,429 176 

宮城県 

仙台市 522 300 222 160 148 12 

気仙沼市 1,088 1,052 36 435 408 27 

登米市 493 477 16 446 397 49 

栗原市 958 910 48 1,197 1,075 122 

大崎市 93 83 10 72 52 20 

資料：総務省「国勢調査」（H27） 

・昼夜間人口比率は 99.9％であり、通勤・通学による昼間人口の流出・流入が均衡しています。 

・男女別にみると、流出・流入ともに男性が多く、通勤ではおよそ 7 割が男性となっています。 

・通勤では、流出先・流入元ともに奥州市、平泉町、栗原市、気仙沼市が多くなっています。 

・通学では、流入する人口は県内の近隣市町からが多い一方で、流出する人口は仙台市、盛岡市が多く

なっています。  

昼間人口は流出・流入が均衡 
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⑦ 世帯 

■世帯数の推移 

資料：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」 

・総人口は減少傾向にある一方で世帯数は増加傾向にあることから、総人口を世帯数で割った世帯当た

りの人員は減少しており、令和元年（2019 年）には 2.53 となっています。
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■世帯構成 

資料：総務省「国勢調査」（H27）

・全国や岩手県と比較して、単独世帯の割合が低く、３世代世帯の割合が高くなっています。

■高齢単身世帯と高齢夫婦世帯数の推移 

資料：総務省「国勢調査」 

・高齢者世帯が増加しており、25 年間で高齢単身世帯は約 3.5 倍、高齢夫婦世帯は約 2.4 倍に増加 

しています。
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全国や県と比べ、３世代世帯の構成の割合が高い 

25 年間で高齢単身世帯は約 3.5 倍、高齢夫婦世帯は約 2.4 倍に増加 
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⑧ 就労 

■産業別・男女別就業者数（従業地による） 

資料：総務省「国勢調査」（H27） 

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000

製造業

農業，林業

卸売業，小売業

医療，福祉

建設業

運輸業，郵便業

サービス業(他に分類されないもの)

宿泊業，飲食サービス業

教育，学習支援業

生活関連サービス業，娯楽業

公務(他に分類されるものを除く)

複合サービス事業

学術研究，専門・技術サービス業

金融業，保険業

産業別・男女別就業者数（従業地による）

男 女
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■産業別・年齢別就業者の割合（従業地による） 

資料：総務省「国勢調査」（H27）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業

農業，林業

卸売業，小売業

医療，福祉

建設業

運輸業，郵便業

サービス業(他に分類されないもの)

宿泊業，飲食サービス業

教育，学習支援業

生活関連サービス業，娯楽業

公務(他に分類されるものを除く)

複合サービス事業

学術研究，専門・技術サービス業

金融業，保険業

産業別・年齢別就業者の割合（従業地による）

20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上
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■産業別・年齢別・男女別就業者の割合（従業地による） 

資料：総務省「国勢調査」（H27）

・産業別の就業者数を男女別にみると、男性は製造業、建設業が、女性は医療・福祉業、製造業が多く

なっています。 

・年齢別にみると、若年層では製造業、医療・福祉の割合が高く、高齢者では農業・林業の割合が高く

なっています。 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10歳代 男

20歳代 男

30歳代 男

40歳代 男

50歳代 男

60歳代 男

70歳代 男

10歳代 女

20歳代 女

30歳代 女

40歳代 女

50歳代 女

60歳代 女

70歳代 女

産業別・年齢別就業者の割合（従業地による） （H27）

製造業 建設業 運輸業，郵便業

卸売業，小売業 医療，福祉 宿泊業，飲食サービス業

教育，学習支援業 サービス業（他に分類されないもの） 生活関連サービス業，娯楽業

農業，林業 鉱業，採石業，砂利採取業 電気・ガス・熱供給・水道業

学術研究，専門・技術サービス業 情報通信業 金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業 複合サービス事業 公務（他に分類されるものを除く）

分類不能の産業 漁業

男性は製造業、建設業、女性は医療・福祉、製造業が多い 

若年層は製造業が多く、高齢者は農業が多い 
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■産業別・常住地別就業者数 

資料：総務省「国勢調査」（H27）

・産業別・男女別にみると、男性は製造業、建設業で、女性は医療・福祉業、製造業で一関市以外の常

住者（市外からの通勤者）が多くなっています。 

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000

製造業 男

製造業 女

農業，林業 男

農業，林業 女

卸売業，小売業 男

卸売業，小売業 女

医療，福祉 男

医療，福祉 女

建設業 男

建設業 女

運輸業，郵便業 男

運輸業，郵便業 女

サービス業(他に分類されないもの) 男

サービス業(他に分類されないもの) 女

宿泊業，飲食サービス業 男

宿泊業，飲食サービス業 女

教育，学習支援業 男

教育，学習支援業 女

生活関連サービス業，娯楽業 男

生活関連サービス業，娯楽業 女

公務(他に分類されるものを除く) 男

公務(他に分類されるものを除く) 女

複合サービス事業 男

複合サービス事業 女

学術研究，専門・技術サービス業 男

学術研究，専門・技術サービス業 女

金融業，保険業 男

金融業，保険業 女

産業別・常住地別就業者数 （H27）

一関市に常住 一関市以外に常住 従業地不詳

男性は製造業、建設業、女性は医療・福祉、製造業で 

一関市以外の常住者（市外からの通勤者）が多い 
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⑨ 本市の人口動向について 

以上から、本市の人口動向の特徴については、以下のとおりと考えられます。 

●総人口の減少と少子高齢化による生産年齢人口の減少 

本市の総人口は、昭和 30 年（1955 年）にピークを迎えた後、減少が続いています。 

また、年齢３区分別にみると、生産年齢人口及び年少人口が減少する一方で、老年人口は増加傾向に

あります。生産活動や社会保障の支え手となっている生産年齢人口は、平成 27 年から令和元年までの

間に、5,599 人が減少しています。 

●今後、後期高齢者となる年齢層が多く、少ない若者と子どもの数 

令和元年時点で最も人口の多い年齢層は、65 歳から 69 歳にかけてであり、今後、75 歳以上の後

期高齢者数の増加が見込まれます。 

生産年齢人口では、20 代が最も少ない年代となっています。20 歳未満では、年齢が低いほど、人

口が少ない構造となっています。 

●出生数の減少と若い女性人口の減少 

出生数が減少しており、平成 30 年の出生数は、10 年前より約 250 人少ない 629 人となっていま

す。 

15 歳から 49 歳の女性人口は減少傾向にあり、特にも、出産する割合の多い 25 歳から 34 歳にか

けての女性人口が著しく減少しています。 

以前、全国や岩手県を上回っていました合計特殊出生率は、同水準まで低下しています。 

出産時の母の年齢の割合は、30～34 歳が最も多くなっています。その推移をみると 20～29 歳で

出産する割合が減少傾向にある一方で、35～44 歳で出産する割合が高くなっています。 

●10 代後半から 20 代前半に多く、東京圏や仙台市に多い転出

昭和 56 年（1981 年）以降では、平成 23 年（2011 年）を除く全ての年で転出超過となってい

ます。平成 23 年（2011 年）以降、400 人前後の転出超過が続いています。 

転出者数は進学や就職の時期にあたる 10 代後半から 20 代前半に多く、転入者数は 20 代前半から

30 代前半に多くなっています。また、小学生以下の転出入も見られ、子どもを伴った子育て世帯の移

動があることがうかがわれます。 

10 代、20 代における転出超過は、東京圏と仙台市において多く、特に女性でその傾向が大きくな

っています。 

●一関地域への転居が多い 

市内転居は、ほかの地域から一関地域への転居が多く、また、子育て世代で多くなっています。 

●高齢夫婦世帯、高齢単身者世帯の増加 

総人口が減少している一方で、世帯数は増加傾向にあり、世帯当たりの人員は減少しています。 

また、高齢単身世帯や高齢夫婦世帯などの高齢者世帯が増加しています。  
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（２）将来人口の動向と分析 

本市の将来人口については、既に国立社会保障・人口問題研究所により推計されているところです

が、これらの推計結果を踏まえつつ独自の将来人口推計も行い、分析することとします。 

① 総人口、年齢区分別人口の推移（国立社会保障・人口問題研究所） 

■推計期間、推計方法について 

ア 推計期間 

・令和 27 年（2045 年）までの５年ごと 

イ 推計方法 

・５歳以上の年齢階級の推計においては、コーホート要因法を使用。 

・コーホート要因法は、ある年の男女別、年齢別人口を基準として、ここに人口動態率や移動率などの

仮定値を当てはめて将来人口を計算する方法。 

・推計には、基準人口、将来の生残率、将来の純移動率、将来の子ども女性比及び将来の 0-4 歳性比

が必要。 

[基準人口] 

・平成 27 年国勢調査人口 

[将来の生残率] 

・55-59 歳→60-64 歳以下の生残率については、「日本の将来推計人口（平成 30（2018）年 1 月

推計）」（出生中位・死亡中位仮定）による国の男女別、年齢別生残率と、全国の生残率との較差から

得られる岩手県の将来の生残率を利用。 

・60-64 歳→65-69 歳以上の生残率については、上記計算による岩手県の将来の生残率と、岩手県

と一関市の生残率の較差から得られる一関市の生残率を利用。 

[将来の純移動率] 

・原則として、平成 22 年（2010 年）～平成 27 年（2015 年）に観察された一関市の男女年齢別

純移動率を令和 2 年（2020 年）～令和 22 年（2040 年）にかけて定率で縮小させ、令和 2 年（2020 

年）～令和 22 年（2040 年）以降の期間については縮小させた値を一定とする仮定の下に設定。 

[将来の子ども女性比] 

・平成 2７年（2015 年）の全国の子ども女性比と一関市の子ども女性比との較差をとり、その値を令

和２年（2020 年）以降令和 27 年（2045 年）まで一定として仮定値を設定。 

[将来の０-４歳性比] 

・「日本の将来推計人口（平成 30 年 6 月推計）」（出生中位・死亡中位仮定）により算出された全国の

令和２年（2020 年）から令和 27 年（2045 年）までの 0-4 歳性比を各年次の仮定値として設定。 
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■総人口、年齢３区分別人口の推移（平成 30 年６月 国立社会保障・人口問題研究所推計） 

・総人口は減少を続け、令和 27 年（2045 年）に 78,014 人となります。 

・年少人口と生産年齢人口は、年々減少し続けます。 

・老年人口は令和７年（2025 年）をピークに減少に転じますが、総人口に占める構成比は増加し、令

和 27 年（2045 年）には 47.8％となります。 

・生産年齢人口と老年人口を見ると、令和 27 年（2045 年）に老年人口が生産年齢人口を上回ります。 
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年齢３区分別人口の割合の推移

年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

令和 27 年（2045 年）の総人口は 78,014 人と推計 
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② 総人口、年齢区分別人口の推移（独自推計、岩手県人口移動報告年報を使用） 

■人口推計について 

ア 推計期間 

・令和 27 年（2045 年）までの１年ごと 

イ 推計方法 

・１歳以上の年齢階級の推計においては、コーホート変化率法を使用。 

・コーホート変化率法は、各コーホートについて、過去における実績人口の動勢から「変化率」を求

め、それに基づき将来人口を推計する方法。 

・１歳以上の人口については、前年の人口に各歳のコーホート変化率を乗じて算出。 

・平成 2７年のＡ歳の人口と翌年の人口（平成 28 年のＡ＋１歳の人口）を把握し、その変化率を算

出する。同様に、平成 28 年のＡ歳、平成 29 年のＡ歳、平成 30 年のＡ歳の変化率を算出し、そ

の平均を「Ａ歳のコーホート変化率」と設定。 

・推計には１歳階級別人口の実績値が必要。 

また０歳人口の推計においては出生率と出生数の男女按分比率が必要。 

[実績人口] 

・平成 27 年（2015 年）～令和元年（2019 年）岩手県人口移動報告年報 

[合計特殊出生率] 

・平成 29 年（2017 年）人口動態統計 （1.40） 

[将来出生数] 

・女性年齢別人口の推計値に年齢別の出生率を乗じて出生数を算出。 

[出生数の男女按分比率] 

・出生男女比は、平成 27 年（2015 年）から令和元年（2019 年）の０歳児の男女比の平均値と

して設定。 
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■総人口、年齢３区分別人口の推移（独自推計、岩手県人口移動報告年報を使用） 

・総人口は減少を続け、令和 27 年（2045 年）に 74,432 人となります。 

・年少人口と生産年齢人口は年々減少し続けます。 

・老年人口は、令和３年（2021）年にピークとなりますが、その後は減少し続けます。 

・総人口に占める老年人口の構成比は増加し、令和 27 年（2045 年）には 43.9％となります。 
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総人口、年齢３区分別人口

総人口 年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

11.5 10.4 9.1 8.5 8.3 8.4 8.1 

55.0 52.6 51.7 51.0 50.6 49.2 48.0 

33.5 37.0 39.2 40.5 41.1 42.5 43.9 
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年齢３区分別人口の割合

年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

令和 27 年（2045 年）の総人口は 74,432 人と推計 



41 

③ 将来人口推計結果の比較 

１ 国立社会保障・人口問題研究所推計 

（転出入による人口移動が縮小していくと仮定した推計値） 

２ 独自推計（岩手県人口動態年報を使用） 

（転出入による人口移動がほぼ同水準で推移していくと仮定した推計値） 

・独自推計では国立社会保障・人口問題研究所の推計値に比べて人口減少が大きくなっており、令和

27 年（2045 年）では、3,582 人下回ります。 
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社人研推計 独自推計

独自推計（岩手県人口移動報告年報）による 2045 年の総人口は、社人研推計を 3,582 人下回る 
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④ 総人口、年齢区分別人口の地域別の推移（独自推計をベースとして推計） 

■一関地域 

・一関地域の総人口は減少を続け、令和 27 年（2045 年）に 42,610 人となります。 

・年少人口と生産年齢人口は、年々減少し続けます。 

・老年人口は、令和 7 年（2025 年）頃にピークとなりますが、その後は減少し続けます。 

・一関地域の総人口に占める老年人口の構成比は増加し、令和 27 年（2045 年）には 38.3％となり

ます。  
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一関地域 総人口、年齢３区分別人口の推計
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一関地域 年齢３区分別人口の割合の推計

年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

令和 27 年（2045 年）の一関地域の人口は 42,610 人と推計
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■花泉地域 

・花泉地域の総人口は減少を続け、令和 27 年（2045 年）に 7,762 人となります。 

・年少人口と生産年齢人口は、年々減少し続けます。 

・老年人口は、令和 2 年（2020 年）頃にピークとなりますが、その後は減少し続けます。 

・花泉地域の総人口に占める老年人口の構成比は増加し、令和 27 年（2045 年）には 47.7％となり

ます。 

・令和 24 年（2042 年）から、老年人口が生産年齢人口を上回ります。  
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花泉地域 総人口、年齢３区分別人口の推計

総人口 年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）
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花泉地域 年齢３区分別人口の割合の推計

年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

R24 年（2042 年）から、老年人口が生産年齢人口を上回る。

・R24 年（2042 年）の老年人口 3,837 人

・R24 年（2042 年）の生産年齢人口 3,825 人

令和 27 年（2045 年）の花泉地域の人口は 7,762 人と推計
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■大東地域

・大東地域の総人口は減少を続け、令和 27 年（2045 年）に 6,438 人となります。 

・年少人口と生産年齢人口は、年々減少し続けます。 

・老年人口は、令和 2 年（2020 年）頃にピークとなりますが、その後は減少し続けます。 

・令和 6 年（2024 年）から、老年人口が生産年齢人口を上回ります。 

・大東地域の総人口に占める老年人口の構成比は増加し、令和 27 年（2045 年）には 53.6％となり

ます。  
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大東地域 総人口、年齢３区分別人口の推計
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大東地域 年齢３区分別人口の割合の推計

年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

R6 年（2024 年）から、老年人口が生産年齢人口を上回る。

・R6 年（2024 年）の老年人口 5,400 人

・R6 年（2024 年）の生産年齢人口 5,355 人

令和 27 年（2045 年）の大東地域の人口は 6,438 人と推計
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■千厩地域

・千厩地域の総人口は減少を続け、令和 27 年（2045 年）に 5,431 人となります。 

・年少人口と生産年齢人口は、年々減少し続けます。 

・老年人口は、令和 2 年（2020 年）頃にピークとなりますが、その後は減少し続けます。 

・令和 18 年（2036 年）から、老年人口が生産年齢人口を上回ります。 

・千厩地域の総人口に占める老年人口の構成比は増加し、令和 27 年（2045 年）には 50.8％となり

ます。  
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千厩地域 総人口、年齢３区分別人口の推計
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千厩地域 年齢３区分別人口の割合の推計

年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

R18 年（2036 年）から、老年人口が生産年齢人口を上回る。 

・R18 年（2036 年）の老年人口 3,257 人 

・R18 年（2036 年）の生産年齢人口 3,244 人 

令和 27 年（2045 年）の千厩地域の人口は 5,431 人と推計
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■東山地域

・東山地域の総人口は減少を続け、令和 27 年（2045 年）に 3,411 人となります。 

・年少人口と生産年齢人口は、年々減少し続けます。 

・老年人口は、令和 2 年（2020 年）頃にピークとなりますが、その後は減少し続けます。 

・令和 16 年（2034 年）から、老年人口が生産年齢人口を上回ります。 

・東山地域の総人口に占める老年人口の構成比は増加し、令和 27 年（2045 年）には 51.9％となり

ます。  
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東山地域 総人口、年齢３区分別人口の推計
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東山地域 年齢３区分別人口の割合の推計

年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

R16 年（2034 年）から、老年人口が生産年齢人口を上回る。 

・R16 年（2034 年）の老年人口 2,148 人 

・R16 年（2034 年）の生産年齢人口 2,099 人 

令和 27 年（2045 年）の東山地域の人口は 3,411 人と推計
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■室根地域

・室根地域の総人口は減少を続け、令和 27 年（2045 年）に 2,651 人となります。 

・年少人口と生産年齢人口は、年々減少し続けます。 

・老年人口は、令和 2 年（2020 年）頃にピークとなりますが、その後は減少し続けます。 

・令和 6 年（2024 年）から、老年人口が生産年齢人口を上回ります。 

・室根地域の総人口に占める老年人口の構成比は増加し、令和 27 年（2045 年）には 55.8％となり

ます。
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室根地域 総人口、年齢３区分別人口の推計
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室根地域 年齢３区分別人口の割合の推計

年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

R6 年（2024 年）から、老年人口が生産年齢人口を上回る。 

・R6 年（2024 年）の老年人口 2,066 人 

・R6 年（2024 年）の生産年齢人口 2,013 人 

令和 27 年（2045 年）の室根地域の人口は 2,651 人と推計
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■川崎地域 

・川崎地域の総人口は減少を続け、令和 27 年（2045 年）に 2,121 人となります。 

・年少人口と生産年齢人口は、年々減少し続けます。 

・老年人口は、令和 2 年（2020 年）頃にピークとなりますが、その後は減少し続けます。 

・令和 12 年（2030 年）に老年人口が生産年齢人口を上回り、その後はこの２つの人口は近い数値で

推移していきます。 

・川崎地域の総人口に占める老年人口の構成比は増加し、令和 27 年（2045 年）には 46.1％となり

ます。

3,765 

3,455 

3,161 

2,908 

2,644 
2,385 

2,121 

370 290 275 250 224 195 160 

2,002 

1,724 

1,464 

1,326 

1,221 
1,104 

982 
1,393 1,441 1,421 

1,332 

1,198 
1,086 

979 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

川崎地域 総人口、年齢３区分別人口の推計
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川崎地域 年齢３区分別人口の割合の推計

年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

R12 年（2030 年）に老年人口が生産年齢人口を上回り、

その後は近い数値で推移していく。 

・R12 年（2030 年）の老年人口 1,332 人 

・R12 年（2030 年）の生産年齢人口 1,326 人 

令和 27 年（2045 年）の川崎地域の人口は 2,121 人と推計
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■藤沢地域 

・藤沢地域の総人口は減少を続け、令和 27 年（2045 年）に 4,008 人となります。 

・年少人口と生産年齢人口は、年々減少し続けます。 

・老年人口は、2020 年（令和 2 年）頃にピークとなりますが、その後は減少し続けます。 

・2028 年（令和 10 年）から、老年人口が生産年齢人口を上回ります。 

・藤沢地域の総人口に占める老年人口の構成比は増加し、令和 27 年（2045 年）には 52.5％となり

ます。  
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藤沢地域 総人口、年齢３区分別人口の推計
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藤沢 地域年齢３区分別人口の割合の推計

年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

令和 27 年（2045 年）の藤沢地域の人口は 4,008 人と推計

R10 年（2028 年）から、老年人口が生産年齢人口を上回る。 

・R10 年（2028 年）の老年人口 2,919 人 

・R10 年（2028 年）の生産年齢人口 2,887 人 
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（３）将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響等の分析 

① 自然増減や社会増減が将来人口に及ぼす影響（令和 11 年（2029 年）の影響） 

将来推計による年齢層別、地域別の人口増減率（R１～R11） 

  一関 花泉 大東 千厩 東山 室根 川崎 藤沢 全市 

0～6歳 

 （未就学児） 

R1（2019） 2,738 501 412 402 214 142 132 267 4,807 

R11（2029） 2,118 369 255 281 162 110 104 176 3,576 

増減率 -22.6% -26.3% -38.3% -30.1% -24.1% -22.1% -21.2% -33.9% -25.6% 

7～12 歳  

（小学生）  

R1（2019） 2,837 612 533 458 255 177 119 300 5,290 

R11（2029） 1,946 389 269 299 150 114 105 192 3,465 

増減率 -31.4% -36.4% -49.5% -34.7% -41.0% -35.8% -11.5% -36.0% -34.5% 

13～15 歳 

 （中学生）  

R1（2019） 1,584 309 314 281 153 108 90 178 3,017 

R11（2029） 1,219 222 188 165 82 65 75 110 2,127 

増減率 -23.0% -28.1% -40.0% -41.2% -46.1% -40.2% -16.7% -38.0% -29.5% 

16～18 歳 

 （高校生）  

R1（2019） 1,574 359 271 290 178 105 112 181 3,071 

R11（2029） 1,346 258 203 178 112 64 61 132 2,355 

増減率 -14.5% -28.1% -25.2% -38.7% -37.2% -39.1% -45.4% -26.9% -23.3% 

19～29 歳  

R1（2019） 4,563 864 751 703 428 285 209 499 8,303 

R11（2029） 4,307 778 569 561 327 188 165 373 7,268 

増減率 -5.6% -10.0% -24.3% -20.3% -23.5% -33.9% -20.9% -25.3% -12.5% 

30 歳代 

R1（2019） 5,786 1,096 1,029 883 474 370 277 621 10,534 

R11（2029） 5,406 813 693 607 404 280 226 430 8,860 

増減率 -6.6% -25.8% -32.7% -31.2% -14.6% -24.1% -18.3% -30.8% -15.9% 

40 歳代 

R1（2019） 7,491 1,441 1,305 1,221 752 525 363 815 13,913 

R11（2029） 5,858 1,085 1,015 811 451 360 310 588 10,477 

増減率 -21.8% -24.7% -22.2% -33.6% -40.0% -31.4% -14.6% -27.9% -24.7% 

50 歳代 

R1（2019） 7,136 1,549 1,648 1,374 882 607 456 968 14,621 

R11（2029） 7,562 1,444 1,291 1,188 748 534 364 824 13,955 

増減率 6.0% -6.8% -21.7% -13.6% -15.1% -12.0% -20.2% -14.9% -4.6% 

60～64 歳 

R1（2019） 4,154 1,024 1,111 779 451 420 318 673 8,929 

R11（2029） 3,513 686 722 632 393 283 198 426 6,853 

増減率 -15.4% -33.0% -34.9% -18.9% -12.8% -32.7% -37.7% -36.7% -23.2% 

65～74 歳 

（前期高齢者）

R1（2019） 8,414 2,239 2,412 1,772 1,086 898 611 1,391 18,822 

R11（2029） 7,358 1,846 1,947 1,385 861 720 560 1,165 15,843 

増減率 -12.5% -17.6% -19.3% -21.8% -20.7% -19.8% -8.2% -16.2% -15.8% 

75 歳～ 

（後期高齢者）

R1（2019） 9,396 2,669 3,259 2,304 1,476 1,168 825 1,733 22,829 

R11（2029） 10,443 2,856 3,051 2,257 1,457 1,231 788 1,709 23,791 

増減率 11.1% 7.0% -6.4% -2.0% -1.2% 5.4% -4.5% -1.4% 4.2% 

総人口 

R1（2019） 55,673 12,663 13,045 10,466 6,349 4,804 3,510 7,625 114,136 

R11（2029） 51,076 10,746 10,204 8,363 5,150 3,950 2,956 6,124 98,570 

増減率 -8.3% -15.1% -21.8% -20.1% -18.9% -17.8% -15.8% -19.7% -13.6% 

  ■１割以上増加   ■１割以上減少 ■２割以上減少  



51 

■総人口 

総人口は 13.6％減少し、特に一関地域以外の地域で減少が大きい 

・令和 11 年の総人口は、令和元年に比べ 13.6%減少する見込みです。一関地域は 8.3%の減少、ほ

かの地域では 15.1%～21.8%の減少となっています。 

・特に、大東地域と千厩地域で減少率が大きくなっています。 

■未成年層 

各年齢層で減少が著しく、幼稚園、学校等への影響が懸念される 

・未就学児は 25.6%減少する見込みで、大東及び千厩地域では 30%以上の減少が見込まれることから、

保育所や幼稚園の運営への影響が考えられます。 

・小学生は 34.5％減少する見込みです。大東地域と東山地域では 40％以上、それ以外の地域では川

崎地域を除く地域で 30％以上の減少が予想され、小規模の学校、学年の減少が生じ、学校運営への

影響が考えられます。 

・中学生は 29.5%減少する見込みです。大東、千厩、東山、室根域で 40％以上の減少が見込まれ、小

規模の学校、学年の減少が生じ、学校運営への影響が考えられます。 

■生産年齢層 

労働力人口の大幅減により、地域社会や経済への影響が懸念される 

・19～29 歳は 12.5%、30 代は 15.9%減少する見込みです。労働力となる若い人材が大幅に減少し、

労働力の確保に支障をきたすことが懸念されます。また、出産、子育て世代の減少により、出生率が

上昇したとしても、出生数は減少することが見込まれます。 

・40 代は 24.7%、50 代は 4.6%減少する見込みです。生産年齢人口の中でも中核となる世代であり、

地域社会や経済への影響が考えられます。 

・60～64 歳は 23.2%減少する見込みであり、花泉、大東、室根、川崎、藤沢地域で 30％を超える

減少となっています。 

■高齢者層 

後期高齢者の増加により、医療費や介護費などの社会保障費の増加が見込まれる 

・前期高齢者は 15.8%減少する見込みとなっており、千厩と東山地域では約 20%の減少となっていま

す。 

・後期高齢者は 4.2%増加する見込みです。ただし、地域ごとに差があり、一関地域は 11.1%、花泉

地域は 7.0％増となりますが、その他の地域では減少となっています。後期高齢者が増加に伴い、医

療、福祉、介護といった社会保障費の増加が見込まれ、生産年齢人口に当たる世代における１人当た

りの負担が増加することが考えられます。 
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② 人口の変化が将来の地域社会に与える影響 

今後、進行していく人口減少や人口構造の変化が、様々な分野において、以下のような影響を与える

ものと考えられます。 

●地域経済への影響 

・今後も生産活動の中心となる生産年齢人口は減少し、総人口に占める生産年齢人口の割合も低下しま

す。令和 22 年（2040 年）には、一関以外の地域で５割以下に低下することが見込まれます。 

・生産年齢人口の減少により、各産業における労働力不足や後継者不足などのほか、ものづくり産業等

にあっては、技術、技能の継承に支障をきたすことが懸念されます。 

・産業における付加価値額を今後も維持するためには、労働人口が少なくなる中、労働者１人当たりの

生産性を高めることが求められます。 

・人口減少は消費者の減少につながり、商業施設や商店などを日常的に利用する商圏人口は縮小してい

くことが見込まれます。特にも、高齢者に比べて消費支出額が多い生産年齢人口の減少は、当市の経

済に大きな影響を与えます。 

・全国的にも人口減少の進行が予測されていることから、市外の消費者や企業にモノやサービスを供給

する産業においても、国内需要の減少を見越した対応の必要性が高まっています。 

・従来の分野や商圏に捉われずに新たな市場を開拓することや、「量」の拡大から「質」を高めるため、

付加価値の高いものづくりやサービスを提供することにビジネスモデルを転換していくことが求め

られます。 

●地域医療、福祉、介護への影響 

・本市では、老年人口は減少する一方で、後期高齢者人口は今後も増加していくことが見込まれること

から、医療、福祉、介護における需要の増加が予測されます。 

・全国的にみても、令和 7 年（2025 年）頃には、「団塊の世代」全てが後期高齢者となることが見込

まれており、医療、福祉、介護サービスを維持するための人材確保が課題となると考えられます。 

・社会保障の支え手となる生産年齢人口は減少し、経済規模の縮小に伴う税収等の減少が予想される中、

社会保障費の増加が大きな課題となってきます。 

●教育、地域文化への影響 

・今後も大幅な児童、生徒数の減少が見込まれ、学級数の減少や複式学級の増加が懸念されます。これ

により、従来の学校行事やクラブ活動の縮小等が懸念されるなど、児童や生徒の教育環境の変化が現

れる可能性があります。また、統廃合が進むことにより、廃校の利活用も課題になります。 

・地域の伝統芸能や伝統行事などの担い手の減少により、地域文化の継承に支障をきたすおそれがあり

ます。  

・自治会等の構成員や役員の高齢化により、自治会活動が活発に行われなくなるなど、地域の活力が低

下することが懸念され、地域独自で営んできた地域コミュニティ活動が従来の方法での運営が難しく

なることが懸念されます。 
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●生活利便性やまちづくりへの影響 

・当市では、広い市域に商業施設や医療機関が偏在しており、買い物や通院など日常生活を送る上で移

動手段を確保することは、必要不可欠なものとなっています。 

・通勤通学に公共交通機関を利用する人の減少や交通事業者の経営悪化等により、公共交通機関の運行

を維持することが困難になっています。 

・高齢化に伴う自動車運転免許証の返納が進み、車を運転できない高齢者が増えることが見込まれます。 

・商圏人口の減少に伴い、人口密度の低い地域において、商店や商業施設が存続していくことが困難に

なることが予想されます。 

・日常生活を送ることに不便を感じる人が増えることが予想され、移動手段の確保や医療、福祉、商業

などの生活機能の確保する対策の必要性が高まってきています。 

・核家族化や高齢世帯が増加することは、空き家、空き店舗、空き地などの遊休不動産が増えることに

つながり、その管理や活用方法が課題となります。 

●行財政への影響 

・生産年齢人口の減少に伴う個人市民税の減少、企業活動の縮小に伴う法人市民税の減少、不動産価値

低下に伴う固定資産税の減少が予想されます。 

・人口の減少による基準財政需要額の減少に伴い、地方交付税の減少も懸念されます。 

・高齢者数の増加に伴う社会保障関係経費等の増加が見込まれ、市財政が硬直化するおそれがあります。 
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２ 人口の将来展望

（１）将来展望に必要な調査、分析 

これまでに行ってきた人口動向分析や将来人口推計に加えて、結婚・出産・子育て、転入及び転出に

関するアンケート調査を行い、その結果を踏まえたシミュレーション等により、人口の将来展望を行う

こととします。 

① 市民アンケートの実施 

結婚・出産・子育て、転入及び転出に関するアンケート調査を実施しました。 

実施アンケート概要

○結婚・出産・子育てに関するアンケート 

内容：結婚・出産・子育てに関する意識や実態などを把握するもの 

対象：一関市民 1,492 人 

20 歳から 39 歳まで（平成 31 年４月１日現在）の方の中から無作為に抽出 

○転出に関するアンケート 

内容：一関市からの転出者から、転出理由や経緯などを把握するもの 

対象：転出者 453 人（平成 30 年に一関市から転出された方の中から無作為に抽出） 

○転入に関するアンケート 

内容：一関市への転入者から、転入理由や経緯などを把握するもの 

対象：転出者 466 人（平成 30 年に一関市から転出された方の中から無作為に抽出）

人口動向分析、各種アンケート分析 

一関市の目指すべき将来の方向を決定 

一関市の目指すべき将来の人口を推計 
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② 市民アンケートの分析 

■結婚・出産・子育てに関するアンケート 

調査目的 市民の結婚、出産、子育てに関する考えを調査し、令和３年度から５年

間を計画期間とする「第２期総合戦略」を策定する際の参考とする。 

調査対象 一関市民 1,492 人 20 歳から 39 歳まで（平成 31年４月１日現在）の方

の中から無作為に抽出 

調査内容 問１～問 13 対象者の属性について 

問 14～問 32 結婚について 

問 33～問 52 出産や子育てについて 

問 53 自由記載 

調査方法 調査票を郵送により配布、回収 

調査期間 令和元年 10 月４日から 10 月 18 日まで 

回収結果 配布数 1,492 票 

回収数 419 票 

回収率 28.1％ 

＜結果の概要＞ 

・既婚者が結婚した年齢は、20 代が全体の約８割を占めており、結婚時期を決めた要因としては、「一

緒に暮らしたかった」、「年齢が適齢期だと思った」、「子どもができた」という回答が多くみられまし

た。

・現在結婚していない人のうち、約４分の３が「結婚したい」または「できれば結婚したい」と回答し

ており、そのうち約６割が 20 代後半から 30 代前半での結婚を希望しています。 

・現在結婚していない人に結婚していない理由を尋ねたところ、「結婚したいと思える相手がいないか

ら」を約半数の人が挙げているほか、「経済力がないから」を約３割の人が、「仕事が忙しすぎるから」

を約２割の人が挙げています。 

・男女別で就労状況を見たところ、男性では、既婚者は正社員の割合が未婚者よりも大きくなっていま

す。一方、女性では、既婚者は未婚者に比べ、正社員の割合が小さく、パート・アルバイトや専業主

婦の割合が大きくなっています。 

・結婚を希望する人が結婚の条件として必要と考えているものとしては、「収入の増加」と「安定した

就業状態」という回答が多くみられました。男女別に見た場合、「相手の経済力」、「相手の安定した

就業状態」を回答する人は男性では少数であったのに対し、女性の約半数が回答しています。

・結婚生活をスタートさせるにあたり必要と思う夫婦の合計年収は、「400 万円以上 500 万円未満」

を中心に、約８割の人が 300 万円以上 700 万円未満の間で回答しています。

・既婚者が配偶者と知り合ったきっかけは、「友人・知人・兄弟姉妹を通じて」、次いで「職場や仕事の

関係」と回答した人が多く、合わせて全体の約７割となっています。 

・結婚を希望する人が結婚相手との出会うために取り組みたいこととしては、「友人・知人に紹介を頼

む」、「職場の同僚や先輩に紹介を頼む」という回答が多くみられます。 

・子どもがいる人が初めて子どもを持った年齢は 20 代が約７割となっています。一方、子どもを持ち
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たい人の理想とする第１子出産年齢は 20 代後半から 30 代前半で約７割となっています。 

・理想の子どもの数は、子どもがいる人は「３人」が約半数、次いで「２人」が約４割となっており、

子どもがいない人は「2 人」が約半数、次いで「3 人」が４分の１、８分の１の人が「子どもはいら

ない」と回答しています。 

・子どもがいる人が、２人目以降の出産の支障になると感じていることは、「出産・育児・教育にお金

がかかる」が最も多く、次いで回答が多かったのは「出産・育児で仕事から離れることによる減収」、

「妊娠・出産の心理的・肉体的な負担が大きい」となっています。 

・子どもがいないと回答した人が、出産の支障になると考えていることは、「出産・育児・教育にお金

がかかる」が最も多く、次いで回答が多かったのは「共働きで育児と仕事の両立が困難」、「出産・育

児で仕事から離れることによる減収」、「妊娠・出産の心理的・肉体的な負担が大きい」となっていま

す。 

・第１子出産後の女性の就労状況は、出産前に比べ「正社員・正職員」の割合が減少し、「パート・ア

ルバイト」と「家事専業」が増加しています。 

・夫婦間での家事や育児の負担については、約７割の人が「どちらも同じくらい負担するのがよい」と

回答していますが、年代が高いほど「妻のほうが多く負担する」とい回答の割合が大きくなっていま

す。 

・子どもがいないと回答した人に不妊治療についてたずねたところ、「不妊治療は考えていない」とい

う回答が約８割を占めています。 

・不妊治療をしている、したことがある、考えていると回答した人に困っていること、心配しているこ

とをたずねたところ、「治療にかかる経済的な負担が大きい」、「治療を受けるための精神的負担が大

きい」、「不妊治療の助成などの支援制度がわからない」という回答が多くみられました。 

■転出に関するアンケート 

調査目的 一関市からの転出の理由や転入前後の生活環境の変化などを調査し、令

和３年度から５年間を計画期間とする「第２期総合戦略」を策定する際

の参考とする。 

調査対象 転出者 453人 

（平成 30年に一関市から転出された方の中から無作為に抽出） 

調査内容 問１～問 10 対象者の属性について 

問 11～問 16 一関市からの転出の経緯について 

問 17～問 24 現在居住する市区町村と、一関市の生活環境について 

問 25 自由記載 

調査方法 調査票を郵送により配布、回収 

調査期間 令和元年 10 月４日から 10 月 18 日まで 

回収結果 配布数 453 票 

回収数 91 票 

回収率 20.1％ 
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＜結果の概要＞ 

・一関市から転出した主な理由は、「自分の仕事の都合」と「配偶者の仕事の都合」を合わせたものが

約６割を占めており、仕事の都合の具体的な内容は、約半数が「転勤」、約４分の１が「就職」とな

っています。 

・転出理由を男女別でみた場合、男性は「自分の仕事の都合」が約７割を占めています。女性では「結

婚のため」が約３割を占め、「配偶者の仕事の都合」と「自分の仕事の都合」がそれぞれ４分の１を

占めています。 

・現在の居住地で住まいを決める際に重視した居住環境についてたずねたところ、「勤務先に近い」、「住

宅の物件や価格」という回答が多くみられました。 

・一関市の生活環境について、現在居住している市区町村と比較した満足度をたずねたところ、「自然

環境」の評価が最も高く、「治安・防犯」が続いています。また、「働く場の多さ」、「娯楽・余暇での

楽しみ」の評価が最も低くなっています。 

・一関市が若者から住んでみたいと思われるまちになるためにどのような分野に力を入れればよいかを

たずねたところ、「雇用の創出」、「商業・サービス業の振興」、「交通の利便性」という回答が多くみ

られました。 

■転入に関するアンケート 

調査目的 一関市への転入の理由や転入前後の生活環境の変化などを調査し、令和

３年度から５年間を計画期間とする「第２期総合戦略」を策定する際の

参考とする。 

調査対象 転入者 466 人 

（平成 30年に一関市から転出された方の中から無作為に抽出） 

調査内容 問１～問 10 対象者の属性について 

問 11～問 16 一関市への転入の経緯について 

問 17～問 28 以前居住していた市区町村と、一関市の生活環境について 

問 29 自由記載 

調査方法 調査票を郵送により配布、回収 

調査期間 令和元年 10 月４日から 10 月 18 日まで 

回収結果 配布数 466 票 

回収数 108 票 

回収率 23.2％ 

＜結果の概要＞ 

・一関市に転入した主な理由は、「自分の仕事の都合」と「配偶者の仕事の都合」を合わせたものが半

数を占めており、仕事の都合の具体的な内容は、約６割が「転勤」、約４分の１が「転職」となって

います。 

・転入理由を男女別でみた場合、男性においては「自分の仕事の都合」が半数近くを占めています。ま

た、女性では「自分の仕事の都合」、「結婚のため」の順に多く、それぞれ３割程度の割合となってい

ます。 
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・転出者と転入者の移動理由を比較すると、転入者では「家族と同居、近居のため」が約１％であるの

に対し、転出者では、約１割が転出の理由に挙げています。 

・転入前に一関市に住んでいたことがあるかをたずねたところ、約３割が「住んでいたことがある」と

回答しています。 

・一関市で住まいを決める際に重視した居住環境についてたずねたところ、「家族と同居・近居するた

め」、「勤務先に近い」という回答が多くみられました。 

・転入前に一関市の生活環境に関する情報を得た手段としては、「家族や知人からの情報」、「不動産業

者」という回答が多くみられます。

・一関市の生活環境について、以前居住していた市区町村と比較した満足度をたずねたところ、「自然

環境」の評価が最も高く、「職場までの距離」が続いています。また、「娯楽・余暇での楽しみ」の評

価が最も低く、「働く場の多さ」、「街のにぎわい」が続いています。 

・一関市が若者から住んでみたいと思われるまちになるためにどのような分野に力を入れればよいかを

たずねたところ、「子育てしやすい環境づくり」、「雇用の創出」、「商業・サービス業の振興」という

回答が多くみられました。 



59 

（２）本市が目指すべき将来の方向 

○基本的方向性 

本市では、経済、雇用、労働環境など様々な要因によって、若者の転出や出生数の減少、高齢化率の

上昇が進み、人口構造の変化と人口減少を引き起こしています。 

将来にわたって持続可能な地域とするためには、地域の稼ぐ力を高め、地域内で循環する経済の流れ

を拡大するとともに、ここに住みたい、訪れたいと思える豊かな暮らしや働き方を実現し、環境と共生

しながら、健康で安心して暮らせるまちをつくることが重要です。 

 本市が目指すべき将来の方向として、以下の３つの方向で取組を進めることとします。 

■ 地域経済の強化 

・令和元年10月に実施した総合計画後期基本計画策定のための高校生アンケートでは、仙台方面や

東京方面への就職を希望する理由として、給料、休暇などの待遇面を挙げています。 

・令和元年10月に20代から30代の市民を対象として実施した「結婚・出産・子育てアンケート」

では、未婚者が結婚していない理由や結婚の条件として、経済的な理由を挙げています。 

・同アンケートでは、出産の支障になることとして、「出産・子育て・教育にお金がかかる」という

回答が最も多くなっています。 

・令和元年度における本市の１人当たりの課税所得額は、県内14市のうち10番目となっています（総

務省：市町村税課税状況等の調）。 

・このことから、地域内の産業の稼ぐ力を高め、所得を高めていくことが、若者が集うまちをつくる

上で重要です。 

・働く世代の減少とともに消費が落ち込んでいく中、地域の資源や特色を生かした付加価値の高い商

品やサービスを生み出せるよう、市内企業・産業間の連携を深めるとともに、研究・教育機関の協

力により、イノベーションの促進を図っていく必要があると考えられます。 

・また、消費行動の変化に対応しながら、市内の消費者が必要とするモノやサービスを生産・提供す

る地産地消の取組とともに、市外の顧客へアプローチし、販売促進につなげる地産外商の取組や観

光の推進など市外からお金を取り込む取組が重要になります。 

■ 働く場の創出 

・高校生アンケートでは、仙台方面や東京方面への就職を希望する理由として「希望する仕事や職種

がないから」を多くの生徒が挙げています。 

・令和元年10月に転出者や転入者を対象としたアンケートにおいて、一関市での生活とほかの市町

村での生活の満足度を比較した調査をした結果、「働く場の多さ」について不満を持っている人が

多く見られました。 

・「結婚・出産・子育てアンケート」では、未婚者が結婚していない理由として「安定した就業状態」、

【目指すべき方向①】 

地域の稼ぐ力を高め、仕事と豊かな暮らしを創出し、市内外から人が集うまちを目指します。 
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「働く時間に融通がきく仕事が少ない」を挙げる人が多くあります。 

・同アンケートでは、女性が出産を機に離職して専業主婦になっている状況や、正社員からパート・

アルバイトへ就業形態を変える動きがみられます。 

・若者や女性が働きたいと希望する職種の企業誘致、時間や場所に捉われない新たな働き方の定着を

進めるとともに、自ら起業したいというチャレンジを支援し、働く場を作っていくことが重要です。 

・市内の各産業を持続可能にするためにも、担い手となる人材の確保や事業承継を進めることが必要

です。 

■ まちのにぎわい創出 

・高校生アンケートでは、仙台方面や東京方面への就職を希望する生徒の多くが、その理由として「買

い物や娯楽を楽しめるから」を挙げています。 

・転出者・転入者アンケートにおける、一関市での生活とほかの市町村での生活を比べた満足度調査

では、「娯楽・余暇での楽しみ」、「街のにぎわい」について不満を持っている人が多く見られまし

た。 

・中心市街地などのまちなかへ訪れたくなる新たな魅力を生み出すことで賑わいを作り出すことが重

要です。 

■ 新しい人の流れの創出 

・新型コロナウイルス感染症の拡大により、テレワークなどの働き方の変化や地方への関心の高まり、

複数の拠点に住むといった新しい生活様式が生まれています。 

・移住定住を促進するとともに、市外に住む人々が本市の人や地域と様々な形で関われるような接点

をつくり、外からの視点でスキルを発揮し、新たな価値の創造や地域課題の解決につなげていくよ

うな関係人口の創出が重要です。 

■ 結婚の希望を実現 

・「結婚・出産・子育てアンケート」では、未婚者の約４分の３が結婚したいという意向を持ってい

ます。未婚の理由は、結婚したいと思える相手に巡り合っていないことが最も多くなっています。 

・既婚者が相手と出会ったきっかけは、友人・知人の紹介のほか、職場関係が多くなっています。 

・若者同士が交流し、出会いが生まれる機会を創出するとともに、結婚を希望する人を後押しする取

組を今後も継続することが重要です。 

■ 出産・子育ての希望を実現 

・平成21年に875人だった当市の年間出生数は、平成30年には629人となり、この10年間で約250

人減少しています。 

【目指すべき方向②】 

結婚、出産、子育ての希望や生活と調和した働き方を実現し、様々な人が子育てに関わり、

次代を担う子どもを育むまちを目指します。 
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・合計特殊出生率も低下を続け、平成30年には、全国平均や岩手県平均と同じ水準の1.44となって

います。 

・20代での出産が減少している一方で、35歳以上の出産が増加傾向にあり、出産年齢が高まってい

ます。 

・「結婚・出産・子育てアンケート」では、子どもを持つ親、子どもがいない方のいずれも、出産や

子育ての支障になることとして、「出産・子育て・教育にお金がかかる」、「妊娠・出産の心理的・

身体的な負担が大きい」ことを多く挙げています。 

・出産や子育てにおける不安を解消できるよう、積極的な情報発信や相談体制の充実が求められます。 

・出生から社会人に至るまでの成長過程において、切れ目のない支援を充実していくことが重要です。 

・子育て中の親が、働く時間や場所に自由度が高い仕事によって収入を得る機会を創出していく取組

も、出産の希望をかなえることにつながる取組です。 

・一関の未来を創る人づくりのため、子どもたちへの確かな学力の定着と心豊かにたくましく育てる

キャリア教育を進めるとともに、地域に対する愛着や誇りを醸成する取組が重要です。 

■ 仕事と生活の調和 

・「結婚・出産・子育てアンケート」では、子どもを持つ親、子どもがいない方のいずれも、出産や

子育ての支障になることとして、「共働きで育児と仕事の両立が困難」であることを多く挙げてい

ます。 

・令和２年１月に市内高校生を対象に開催したワークショップでは、10年後に望む暮らし方として、

仕事の充実だけではなく、自分の生活や家族との時間を重視する声が多く聞かれました。 

・若者や子育て世代の親が、仕事か生活かの二者択一ではなく、どちらもいきがいを持って暮らせる

生活と調和した働き方への理解を、本人や家庭のみならず、事業所においても深めていくことが必

要です。 

・働きながらも子育てや介護に携わりやすい柔軟な働き方を実現していくことが重要です。 

■ 健康長寿の推進 

・令和元年10月に実施した総合計画後期基本計画策定に係る市民アンケート調査では、半数以上の

方が、高齢化が進む中で「老後の資金」、「介護になった場合、施設に入所できるか」、「運転ができ

なくなると交通手段がない」ことを不安に思っています。 

・医療や介護ニーズの高い後期高齢者の増加が見込まれる中で、高齢者が住み慣れた地域においてい

きいきと健康で過ごせる環境をつくっていくことが大事な取組となります。 

・高齢になっても、いきがいを持ち、心身ともに健康で暮らせるよう、健康づくりの推進や社会参加

の機会を創出していくことが重要です。 

【目指すべき方向③】 

生涯にわたり健康で、環境と共生しながら、安心して住み続けられる持続可能なまちを目指

します。 
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■ 暮らしの維持・向上 

・高齢者のみの世帯が増え、日常生活に不便をきたす高齢者が増加することが見込まれます。 

・日常生活が困難となっている人を支える仕組みを構築することが必要です。 

・本市では、医療機関や買い物施設などが偏在していることから、車を運転しない方の日常生活にお

ける移動を支えるため、公共交通ネットワークの維持や、利便性の向上を図ることが重要です。 

・情報通信基盤を整備し、様々な産業・生活分野への先端技術の導入によって仕事や生活の質を高め

ていくことや、行政のデジタル化推進により時間や場所の制約に捉われない行政手続きの効率化や

サービスの向上を図っていくことが求められています。 

■ 地域コミュニティの維持 

・これまで地域コミュニティを支えてきた担い手が高齢になり、地域コミュニティを維持することが

困難となってきています。 

・地域内の共助を支えてきたコミュニティ組織の存続や地域文化の継承が困難になってきており、住

み続けたい、移り住みたいと思える地域の魅力の低下も懸念されることから、地域課題の解決に取

り組むとともに新たな支え合いの仕組みづくりが求められています。 

■ 資源・エネルギー循環の推進 

・地球温暖化が引き起こす異常気象によって、大規模な自然災害が全国で毎年発生しています。 

・豊かな環境を次の世代に引き継ぎ、長期にわたって安心して暮らせるまちをつくっていくためには、

脱炭素社会を目指した取組を進めていく必要があります。 

・新エネルギーのさらなる活用や、市内で発生する廃棄物、バイオマスなどエネルギー資源などとし

て「いかす」取組を進めるとともに、創出されたエネルギーを地域内で有効活用し、豊かな環境を

次世代に「つなぐ」取組を引き続き進めていくことが重要です。 
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（３）人口の将来展望 

① 「人口の将来展望」のためのシミュレーション 

・本市では、自然減と社会減により、直近の５年間で平均すると１年間で約 1,500 人の人口が減少し

ています。 

直近５年間の総人口と人口減少数 

資料：岩手県「岩手県人口移動報告年報」

・本市独自の推計では、近年における人口移動の傾向がそのまま継続するものとして人口の将来推計を

行っており、令和 22 年（2040 年）には、８万２千人程度、令和 42 年（2060 年）には５万４

千人程度になるものと見込まれています。 

・また、次ページの表やグラフにあるとおり、出生率と社会増減の設定を変えた３パターンの将来展望

シミュレーションを行ったところ、合計特殊出生率が段階的に上昇してき、転出超過が解消された場

合でも、令和 22 年（2040 年）には８万５千人から９万人程度、令和 42 年（2060 年）には７

万人から７万５千人程度となることが試算されます。 

・これらの試算からは、人口減少の抑制には、出生率の向上よりも社会減を抑制するほうが効果は高い

こと、また、社会減を抑制し、かつ、出生率が高めることが人口減少の抑制効果が高いことを示して

います。 

・したがって、本市では、中長期的な人口減少の抑制に向けて、社会減の解消とともに、出生率の向上

を目指していく必要があるものと考えられます。 

総人口（人）

減少数（人）

H30（2018）年

116,138

R１（2019）年

114,136

2015→2016

-414

2016→2017

-1,743

2017→2018

-1,840

2018→2019

-2,002

平均

-1,500

H27（2015）年

120,135

H28（2016）年

119,721

H29（2017）年

117,978
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【将来展望シミュレーションの比較】 

シミュレ

ーション

パターン 

将来展望人口 自然動態（出生率） 社会動態（社会増減） 

R22 年 

(2040 年) 

R42 年 

(2060 年) 

R12 年 

(2030 年) 

R22 年 

(2040 年) 

R32 年 

(2050 年) 

R12 年 

(2030 年) 

R22 年 

(2040 年) 

独自推計 82,044 53,899 最新の H29 年 1.40 で固定 近年の傾向が継続 

① 90,861 74,249 1.80 2.07 社会減がゼロ 

② 89,022 72,396 1.80 1.96 2.07 社会減がゼロ 

③ 85,184 68,171 1.80 2.07 － 社会減がゼロ 

120,135 

112,500 

104,777 

97,046 

89,545 

82,044 

74,432 

66,990 

60,140 

53,899 

120,135 

112,514 

105,558 

99,846 

95,188 

90,861 

86,375 

81,810 

77,706 

74,249 

120,135 

112,514 

105,217 

98,525 

93,609 

89,022 

84,381 

79,821 

75,798 

72,396 

120,135 

112,514 

105,130 

98,035 

91,399 
85,184 

80,166 

75,439 

71,446 

68,171 

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

110,000

120,000

130,000

2015

H27

2020

R2

2025

R7

2030

R12

2035

R17

2040

R22

2045

R27

2050

R32

2055

R37

2060

R42

独自推計 シミュレーション① シミュレーション② シミュレーション③
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【将来展望シミュレーションの条件設定】 

・今後講じていく施策の効果により出生率の上昇と社会減の改善の両方が図られるものとし、前ページ

のシミュレーション②を市の将来展望とします。また、以下により仮定値を設定して将来人口を展望

することとします。 

■自然動態の設定 

・合計特殊出生率が令和 12 年（2030 年）にかけて国民の希望出生率 1.80、令和 22 年（2040 年）

にかけて市民の希望出産率 1.96 まで上昇し、さらに令和 32 年（2050 年）にかけて人口置換水準※

である 2.07 まで上昇し、以降は維持するものとします。 

※人口が増加も減少もしない均衡した状態となる合計特殊出生率のこと 

※「結婚・出産・子育てに関する市民アンケート」より 

① 既婚者等割合 54.3% × 既婚者等の理想の子どもの数 2.49 人 

② 未婚者等割合 45.7% × 未婚者結婚希望割合 74.2% × 未婚者等の理想の子どもの数 2.05 人 

 （① ＋ ②） × 離別等の影響 0.955 ＝ 1.96（一関市民の希望出生率） 

※改訂前の人口ビジョンに準拠して算出 

・国は、長期ビジョンにおいて、若い世代の結婚・出産・子育ての希望が実現した場合、出生率が令和

12 年（2030 年）に 1.80 程度まで、令和 22 年（2040 年）に人口置換水準である 2.07 まで向

上するとしており、岩手県人口ビジョンにおいても同様の前提としています。 

・本市の出生率が平成 29 年（2017 年）に 1.40 である現状において、令和 22 年（2040 年）まで

に出生率を 2.07 まで向上させることは、現時点で高い水準であることから、本市においては令和

22 年（2040 年）に一関市民の希望出生率 1.96 を目指し、出生率の向上を図っていくものです。 
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■社会動態の設定 

・社会動態については、改訂前のビジョンと同様に推計します。社会減（▲377 人：平成 30 年の実

数）が段階的に解消され、令和 22 年（2030 年）にゼロとなり、以降は維持するものとします。な

お、以下の各世代で社会減の改善が図られるものとします。 

・高校等新卒世代（18～21 歳） 

※総合計画策定のための「中高生アンケート」（令和元年 10 月実施）より 

・将来就職を希望する地域として、全体の約７割が「市外」と回答しており、また、就職後に住みた

い場所として「一関市以外に住みたい」が約６割となっている。 

・「一関市以外に住みたい」と回答した理由は、「一関市周辺に希望する仕事や職種がないから」、「一

関市以外のほうが給料や休暇などの待遇面が良いと思うから」、「一関市以外のほうが自分の能力を

生かし、成長できる機会があるから」といった仕事や雇用に対する意見、「一関市より買い物や娯

楽を楽しめるから」や「日常生活を送るのに便利だから」といった娯楽や生活利便性に対する意見

が多くなっている。 

・希望する職種や力を発揮することができる雇用の場の創出、若者にとって娯楽性や利便性が高いま

ちづくりを進め、地域への定着を図ることが求められる。 

・子育て世代（20～30 代）※うち４割が就学前児童（0～5 歳）を伴うものとする 

※「転入・転出に関する市民アンケート」（令和元年 10 月実施）より 

・20～30 代の転入、転出の約４割は子どもを伴っている。 

・「一関市が若者から住んでみたいと思われるまちになるためにどのような分野に力を入れればよい

か」について、転入者では「子育てしやすい環境づくり」、「雇用の創出」、「商業・サービス業の振

興」という回答が多い。 

・子育て支援の充実や雇用の創出などによる転入増を図ることが求められる。 

・退職世代（60～64 歳） 

※住民基本台帳より 

・現状でも転入超過となっている世代であり、年を重ねても豊かに暮らせる生活の実現を進めること

で転入増を図ることが求められる。 



67 

120,135 

112,514 

105,217 

98,525 
93,609 

89,022 
84,381 

79,821 
75,798 

72,396 

13,850 11,666 9,860 9,094 9,317 9,761 9,811 9,434 8,908 8,531 

66,030 

59,180 
54,269 

50,094 
47,289 

43,935 
41,249 39,549 38,991 38,506 

40,255 41,669 41,087 39,337 37,003 35,326 33,321 
30,838 

27,899 25,358 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

H
2
7
 
2
0
1
5

2
0
1
6

2
0
1
7

2
0
1
8

2
0
1
9

R
2
 
2
0
2
0

2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

2
0
2
4

R
7
 
2
0
2
5

2
0
2
6

2
0
2
7

2
0
2
8

2
0
2
9

R
1
2
 
2
0
3
0

2
0
3
1

2
0
3
2

2
0
3
3

2
0
3
4

R
1
7
 
2
0
3
5

2
0
3
6

2
0
3
7

2
0
3
8

2
0
3
9

R
2
2
 
2
0
4
0

2
0
4
1

2
0
4
2

2
0
4
3

2
0
4
4

R
2
7
 
2
0
4
5

2
0
4
6

2
0
4
7

2
0
4
8

2
0
4
9

R
3
2
 
2
0
5
0

2
0
5
1

2
0
5
2

2
0
5
3

2
0
5
4

R
3
7
 
2
0
5
5

2
0
5
6

2
0
5
7

2
0
5
8

2
0
5
9

R
4
2
 
2
0
6
0

将来展望シミュレーションによる総人口、年齢３区分別人口

総人口 年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）
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将来展望シミュレーションによる年齢3区分別人口の割合

年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）
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将来展望シミュレーションによる

年少人口（0歳から14歳）の推移の比較

独自推計（実数） 将来展望シミュレーション（実数）

独自推計（割合） 将来展望シミュレーション（割合）

54,126 

49,538 

45,325 

40,353 

35,757 

66,030 

59,180 54,269 

50,094 

47,289 

43,935 

41,249 

51.7%
51.0%

50.6%

49.2%
48.0%

55.0%
52.6%

51.6%
50.8%

50.5%
49.4% 48.9%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

50.0%

55.0%

60.0%

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

60,000

65,000

70,000

2015

H27

2020

R2

2025

R7

2030

R12

2035

R17

2040

R22

2045

R27

将来展望シミュレーションによる

生産年齢人口（15歳から64歳）の推移の比較

独自推計（実数） 将来展望シミュレーション（実数）

独自推計（割合） 将来展望シミュレーション（割合）
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将来展望シミュレーションによる

老年人口（65歳以上）の推移の比較

独自推計（実数） 将来展望シミュレーション（実数）

独自推計（割合） 将来展望シミュレーション（割合）
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② 一関市人口ビジョンにおける人口の将来展望 

人口減少に歯止めをかけ、長期的な人口の安定も視野に入れて、令和 22 年（2040 年）

に８万９千人程度の人口を確保します。 

・本市が目指すべき将来の方向の３つの基本的方向性に沿った施策を展開することにより、社会減の解

消や出生率の向上を図り、人口減少に歯止めをかけることを目指します。 

・社会減が解消され、出生率が向上した場合は、さらに次のような状況が期待できます。 

年少人口は、減少傾向で推移しますが、令和 12 年（2030 年）頃には下げ止まる見通しとなり

ます。 

生産年齢人口は、将来的にも減少傾向が続き、総人口に占める構成比は 50％前後で下げ止まる

見通しとなります。 

老年人口は令和２年（2020 年）をピークに減少するものの、総人口に占める構成比は上昇して

推移し、令和 12 年（2030 年）頃には４0％を下回る数値で安定する見通しとなります。 

・シミュレーションでは、出生率が令和 12 年（2030 年）にかけて国民の希望出生率の 1.80 まで上

昇し、令和22年（2040年）にかけて市民の希望出生率の1.96まで上昇し、さらに令和32年（2050

年）にかけて人口置換水準の 2.07 まで上昇するものとしました。令和 32 年（2050 年）以降、出

生率を 2.07 に固定した場合の推計では、人口は令和 82 年（2100 年）に５万 8 千人程度で安定し

てきます。 

・また、この場合、生産年齢人口比率は、今後約 30 年間減少を続けるものの、将来的には 50％を上

回って推移し、年少人口比率も増加傾向となる見込みです。なお、老年人口比率は、令和 12 年（2030

年）以降、約 40％に達しますが、その後は緩やかに減少していくものとみられます。 

・なお、70 歳以上人口比率は、令和 42 年（2060 年）以降、３割を下回って推移するものとみられ

ます。 
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社会減解消かつ出生率が持続的に上昇した場合の将来人口

独自推計 合計特殊出生率上昇かつ社会減解消
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出生率が持続的に上昇かつ社会減が解消した場合の年齢３区分構成比
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老年人口（65歳以上） （特）70歳以上


